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 研究の背景 
 
これまで，日本では多くの災害が発生し，各地で多くの被害が報告されてきた。また，近
年，大規模地震や台風，噴火等の頻発により自然災害に巻き込まれるリスクが増加してい
る。東日本大震災では，被災地全体の死亡者のうち 65 歳以上の高齢者の死亡者数は約 6 割
であり，障がい者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約 2 倍に上った 1)。このような中，東
日本大震災を契機に，国や自治体等による対策の見直しが行われ，平成 25 年，災害対策基
本法の改正に伴い，災害時の要配慮者，避難行動要支援者への支援の検討が進められてい
る。また，妊婦や乳幼児，その保護者についても同様に考えられ，心身の特性上，災害情報
の把握や避難行動，避難生活に支援を要するため，要配慮者として捉え，防災対策を進める
必要がある。 
東日本大震災で被災した保育施設は岩手，宮城，福島 3 県で 722 施設，このうち全半壊した
施設は 78 施設，乳幼児が亡くなったのは 1 施設であった 2)。 特に，保育園・幼稚園等で
は，災害時に瞬時で適切な判断が必要とされ，子どもたちの安全確保だけでなく，保育再開
に向けた対応や職員や保護者のケアを行っていくことも重要である。今後，多くの自然災害
が予想される中，保育園・幼稚園等について，より効果的な防災対策を行う必要がある。 
また，0～2 歳児の 84.4％が家庭で育てられており，在宅の子育て家庭が抱える子育てに
関する不安感・負担感は共働きの家庭よりも大きくなっている現状の中で，身近な地域で子
育てを支援する仕組みをつくることが重要な課題となっている。子どもたちを「まち」の資
源として捉え，保育を地域ぐるみで行い，保育が地域を育て，地域が保育を育てる関係を築
くことで，平常時から，災害時にも機能する災害対応力の向上が求められている。 
さらに，保育園は厚生労働省の管轄内であり，児童福祉法による児童福祉施設と位置付け
られている一方で，幼稚園は文部科学省の管轄内であり，学校教育法による教育機関と位置
付けられているため，施設形態やルールなど多くの相違点があるだけでなく，保育園・幼稚
園等では，防災マニュアルの整備を含む災害対応において，統括する決まりは整備されてい
ないため，施設ごとの独自の取り組みが先行している現状にある。さらに，平成 27 年 4 月
より施行された「子ども・子育て支援制度」3）により，認可・認定保育事業に新たに家庭的
保育（保育ママ），小規模保育，事業所内保育等の地域型保育が加わり，国，自治体等で定
められる基準が異なるため，保育園・幼稚園等の施設形態は多様化している。このような現
状において，災害対応を強化するために保育園・幼稚園等での整備の統一化を図る必要があ
る。 
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 既往研究 
 
本節では，既往研究のみを取り上げることとし，保育園・幼稚園等における過去の災害対
応の事例については，全国保育協議会の報告を個々の保育園・幼稚園等の事例と合わせて，
第 2 章に示すこととする。 
 
1-2-1. 避難計画に関する研究 
 
室崎ら 4)は，建築防災避難計画に関して保育所を取り上げ，避難行動能力の点で様々な差
異のある園児全員を火災発生時に安全かつ速やかに避難させるために，どのような点に留意
するべきか明らかにすることを目的として，保育所の避難訓練の状況と避難計画上の空間的
問題点を把握することにより建築防災上の問題点を明らかにしている。保育所施設が狭小で
あることで収納場所の不足が生じ，遊具等の管理・保管方法が避難上の問題を引き起こし，
保育所の実態に即した管理・運営体制が望まれること，避難訓練が不十分な時期における避
難の困難について指摘し，研究者による避難誘導方法の再検討や行政側の参加・指導が望ま
れることを指摘している。 
 また室崎ら 5)6)は，乳幼児の集団避難能力に着目し，避難速度と流出量の値を用いて，避
難設備による避難容量を検討している。階段の平均流出人数・最大流出人数は，有効幅や介
助人数，誘導方法に依存し，すべり台では，利用者の年齢等も考慮した安全工学的な配慮が
避難設備として見た場合も重要であることを明らかにし，園児の日常利用を積極的に促進す
る構造，寸法，平面配置上の工夫が望まれると指摘している。 
 
1-2-2. 施設計画に関する研究 
 
 古川ら 7)は，保育園の設置形態の違いに着目し，単独用途で園庭を持つ低層保育園と複合
施設内に設置される保育園において，避難訓練観察と保育士，園児を対象とした意見聴取を
行い，年齢別の避難方法の特徴から，避難経路は日常から利用しておくこと，避難が重複し
ないように歩行速度が速い高学年から先に避難できる計画とする必要性，災害時に職員が不
足する可能性があるため，園外施設等への避難応援者への避難方法の周知や災害時の実態に
近い形での避難訓練の実施が有効であると指摘している。 
 小池ら 8)は，多様化する保育施設に着目し，保育所の複合および転用の実態と課題を明ら
かにするため，保育所の施設整備状況についてアンケート調査を実施し，考察を行ってい
る。防災の観点から，複合施設との連携体制を築くためには，自治体側の指導や対策が求め
られると指摘している。 
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1-2-3. BCP（業務継続計画）に関する研究 
 
 中野ら 9)は，豪雨災害時の保育所の安全管理と業務継続に関して，被災経験のある保育所
に対してインタビュー調査を行い，対応事例の整理から，保育所の業務計継続計画策定に向
けて検討している。 
鳥庭ら 10)は，2015 年の関東および東北豪雨による学校，保育所等の浸水被害と再開まで
の取り組みについて，インタビュー調査を行い，災害時の対応，教育，保育の再開に向けた
取り組み，今後の防災対策に関する課題について整理し，業務再開について検討をしてい
る。 
 
1-2-4. 災害対応力に関する研究 
 
垣野 11)は，ある地域が，災害時に他からの支援を受けずに避難所等を運営していける能
力を「地域の災害時自活力」と定義し，その地域の持つ都市資源や立地条件，自治会の防災
への取り組み等に着目し，各校区の災害時自活力を各項目評価および分類を行い，地域の都
市資源と取り組み度合いのズレについて明らかにしている。 
また，郷内ら 12)は，災害発生後の自治会の災害対応力に着目し，防災まちづくりを支援
するための技術開発として，専門家に対するヒアリング調査およびアンケート調査をもとに
階層構造を用いた定量的な地域防災力の評価手法の構築を試みている。 
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 研究の目的 
 
1-2.より，保育園・幼稚園等に関わる避難計画や施設計画，災害と BCP，さらに地域住民
を対象とした災害対応力に関連する研究はみられるが，災害発生から保育再開までを含めた
プロセスを考慮し，防災マニュアルや平常時の取り組みを分析することで保育園・幼稚園等
の取り組みを評価，考察した研究はみられない。 
 
本研究では，災害時，保育園・幼稚園等における在園時の安全確保と保育再開に着目し，
防災マニュアルの分析，評価を行い，平常時および災害時の取り組みの特性を構造化し災害
対応力を明確にすることで，災害時に地域の子どもたちだけでなく，職員や保護者の安全も
確保し，地域住民との連携を視野に入れた，保育園・幼稚園等の災害対応力の向上について
検討することを目的とする。 
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 研究仮説 
 
 本研究の仮説について，文献調査や東京都葛飾区震災復興マニュアルに基づく子ども支援
分野の職員研修注 1)（以下，職員研修），町田市認可保育所等災害対応ガイドライン策定作
業部会注 2)（以下，作業部会）等への参加を通して得た知見に基づいて検討し，図 1- 1 に示
す。また図 1- 1 左は，既往研究，東日本大震災における保育園・幼稚園等の対応報告書 13)
等から把握された内容を参考に筆者が整理した保育園・幼稚園等の災害時フローであり，仮
説と関連させて検討する。 
本研究の仮説を以下に整理する。 
 
仮説 1）保育園・幼稚園等の災害対応における主軸となる 3 つの重要な要素がある。 
保育園・幼稚園等の災害対応について，主軸となる 3 つの要素が考えられ，災害対応力を
評価する上で，重要な位置づけとなると考える。 
まず，子どもたちの安全を確保し，最終的に保護者に安全に引き渡すことが挙げられる。
また，保育再開期に速やかに保育を再開し，地域の子どもたちを受け入れることは，被災し
た子どもたちとその家族にとって災害前の生活を取り戻す上で重要であり，同時に被災した
子どもたちの心のケアに注力することも必要である。 
さらに，職員研修では，保育士の意見として，災害後に自分の子を置いて保育を行わなけ
ればならないジレンマやストレスを抱える可能性や保育の質が低下してしまうことのもどか
しさ等の不安があること，作業部会では，災害発生に伴う職員の長時間労働の課題が挙げら
れ，保育園・幼稚園等の職員のメンタルヘルスケアについても考える必要がある。 
 以上のように，子どもたちの安全確保，保育再開，心のケアの 3 つの要素を挙げたが，中
でも災害時直後対応期から災害時被害把握・方針検討期にかけて関わる，子どもたちの安全
確保と保護者への安全な引き渡しについての備えを重点的に行う必要があると考える。 
 
仮説 2）保育園・幼稚園等の災害対応における主軸を構成する取り組みとして，防災訓練，
保護者との関係づくり，プライバシーの確保，保育再開を想定したプログラムづくりが挙げ
られ，これらを包括し，災害対応を考える上で基盤となる存在として防災マニュアルが挙げ
られる。 
 
 
①防災訓練の方法は，各園で取り組まれている定期的な防災訓練において，多様な想定を考
慮した訓練プログラムを構築することでさらなる対応力の向上が期待できると考える。 
②保護者との関係づくりは，防災の視点だけでなく，施設として普段の保護者との関わり方
を含めて重要な取り組みになると考える。 
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③地域との連携や災害時の施設開放，さらにはマスコミ対応などを考える際には，子どもた
ちの安全を守るためにプライバシーの確保が必要であり，そのためのルールづくりなどの取
り組みが重要であると考える。 
④保育再開を想定したプログラムは，災害発生時を想定した防災訓練等の取り組みだけでな
く，子どもたちの心のケアや職員のメンタルヘルスケアにも着目したプログラムを構築する
ことで，災害発生から保育再開を見通した対応力の向上につながると考える。 
 以上の取り組みを実施するためには，計画が必要であり，防災マニュアルがその役割を担
い，災害対応における基盤となる存在となると考える。 
 
仮説 3）防災マニュアルを整備することは災害対応力向上の一助となる。 
仮説 4）各施設の防災マニュアルの整備状況について分析することで，保育園・幼稚園等に
おける災害対応力のモデルを構築することができる。 
以上のような災害対応に向けた取り組みや備えを行う中で，防災マニュアルが基盤となる
存在であるとすると，防災マニュアルを整備することは災害対応力向上の一助となると考え
られ，災害対応力の向上を図るためには，まず，各施設の防災マニュアルの整備の充実化が
必要であり，防災マニュアルを整備し，多様な想定を考慮した災害対応を行うため，防災訓
練や保育再開，地域との連携のためのプログラムづくりを行うことで，災害対応力を向上す
ることができ，それらの考え方の基礎となる防災マニュアルを分析することで災害対応力を
評価できるという仮説を立てることとする。 
 
 以上の 4 つの仮説を踏まえ，本研究では，仮説 1），仮説 2）を第 2 章の保育園・幼稚園
等における過去の災害対応事例調査，第 4 章の保育園・幼稚園等における災害対応に向けた
取り組みの実態調査，仮説 3），仮説 4）を第 3 章の保育園・幼稚園等における防災マニュ
アル整備状況調査，第 5 章の保育園・幼稚園等の災害対応力モデル構築によって，検証す
る。 
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図 1- 1 仮説図 
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 研究のフロー 
  
 本研究のフローを以下，図 1- 2 に示す。 
 第 1 章では，本研究の目的や仮説，研究の対象地について概要の説明を行う。第 2 章で
は，過去の災害事例をまとめ保育園・幼稚園等の災害対応の実態をまとめる。第 3 章では，
保育園・幼稚園等における防災マニュアルの整備状況と内容に関する特性を明らかにする。
第 4 章では，保育園・幼稚園等での災害対応に向けた取り組みの現状を整理し特性や課題を
明らかにする。第 5 章では，第 3 章および第 4 章を踏まえて，保育園・幼稚園等の災害対応
力モデルを構築し評価を行う。第 6 章では，まとめと仮説の検証を行い考察する。 
 
 
図 1- 2 研究フロー 
 
 用語の定義 
 
 本研究における用語の定義を以下に示す。 
 
1-6-1. 保育園・幼稚園等 
 
 平成 27 年 4 月より施行された「子ども・子育て支援制度」3）により，認可・認定保育事
業に新たに追加された，地域型保育（小規模保育のみ）と認可保育所，幼稚園，認定こども
園を対象とし，これらを保育園・幼稚園等と定義する。保育園・幼稚園等の概要を以下，図
1- 3 に示す。 
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図 1- 3 保育園・幼稚園等の概要 
 
1-6-2. 災害対応力 
  
 保育園・幼稚園等において，災害時に在園児の安全確保と保育再開を目標とし，対応する
ための，平常時の備えや取り組み充実度を表すものとして定義する。 
 
 
1-6-3. 防災マニュアル 
 
 保育園・幼稚園等において，災害時の対処行動や災害対応に向けた取り組みの計画書とし
て各施設が整備するものとして定義する。また，災害対応力とは別に独立したものとして位
置付けることとする。 
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 研究の対象地 
 
 本研究では，東京都町田市を対象地とし調査を実施した。 
 
1-7-1. 町田市の子育て支援および災害対応施策 
  
 総務省統計局公表の平成 28 年住民基本台帳人口移動報告 14）によると，町田市の他市区町
村からの転入人口が転出人口を上回る超過数は 0～14 歳で 808 人であり，全国で 3 番目，
東京都内で最も多い水準に位置している。このことから，町田市の子育て環境，子育て支援
の充実が示唆される。実際に，町田市子ども・子育て支援事業計画に基づき，市外への通勤
者の割合が多いことへの対応策とする「送迎保育ステーション」の開設や大規模な子育て支
援施設の設置に力を入れている 15）。また，平成 30 年 7 月には，災害対応力向上に向けた町
田市認可保育所・幼稚園等災害対応ガイドラインを東京都内で初めて策定している 16）。 
 
1-7-2. 調査対象選定理由 
 
 ここまで述べてきたように，町田市は，現在，子育て支援および防災対策に力を入れてお
り，今後予想される，首都直下地震等の対策として，自主防災組織を対象とした研修や，認
可保育所等の災害対応マニュアル策定を進めている。このように，今後，防災対策の強化を
行う自治体は各地で増えると考えられ，自治体の先導のもと，一から進める防災対応力向上
に向けた取り組みの先進事例となると考えられる。 
また，＜参考資料-1＞に示す，ハザードマップの通り，町田市には境川，鶴見川等があ
り，近年，増加する集中豪雨による河川の氾濫や土砂災害の被害への対策にも関心が寄せら
れ，首都直下地震等の震災だけでなく，風水害についても考慮した防災の取り組みが必要と
されている。また，首都直下地震が発生し，大規模な被害への対応が各地で発生することが
考えられ，東京都市部としての対応が迫られる場面が予想されるため，さらに防災対策が必
要であると考える。 
 
 
 
 
  
 保育園・幼稚園等における過去の災害対応の実態
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2-3-1-1.災害発生時に対応した事項 
2-3-1-2.災害後見直しをした事項 
2-3-2.石巻市認可保育園ピノチオにおける災害対応事例 
2-4.熊本地震における災害対応の実態 
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 本章の位置づけ 
 
本章では，過去に発生した災害のうち，2011 年東日本大震災および 2016 年熊本地震を
取り上げ，保育園・幼稚園等の災害発生後の対応における成果と課題，平常時の取り組みと
の関係性について把握することを目的とし，報告書等 17）の文献と被災地でのヒアリング調
査をもとに整理する。 
 
 
 保育園・幼稚園等における過去の災害対応の実態に関する調査概要 
  
 ヒアリング調査の概要について以下，表 2- 1 に示す。 
 
表 2- 1 ヒアリング調査の概要 
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 東日本大震災における災害対応の実態 
 
2-3-1. 東日本大震災被災保育所の対応に学ぶ～子どもたちを災害から守るための対応
事例集～ 
  
平成 25 年 3 月全国保育協議会発行の「東日本大震災被災保育所の対応に学ぶ～子どもた
ちを災害から守るための対応事例集～」17）をもとに各被災保育所，幼稚園での実際の災害
対応について整理した。 
 
2-3-1-1. 災害発生時に対応した事項 
  
東日本大震災における，災害発生時，各保育施設による対応を表 2- 2 に示す。地震発生
直後の対応については，平常時から，多様な場面を設定し，災害時にも速やかな対応をでき
るように見やすさを意識した防災マニュアルを作成することで有効活用が可能となった。ま
た，避難体制については，午睡時に園児の上靴を近くに置くこと，職員が担当する園児を事
前に決めていたことによって，避難時に速やかな行動を可能にした。保護者を含めた災害対
応について，防災訓練の際に，園児だけでなく保護者も含めた防災研修を行っていること
や，災害時の待機場所を保護者に事前に周知していたことで園児だけでなく保護者の安全確
保も可能にした。地域との連携の視点からみると，平常時からの連携が災害時の連携につな
がった事例があった一方で，具体的な連携や取り組みがないにも関わらず，普段の関わりや
顔見知りの関係性を構築していたことにより，いざという時に協力することができた事例が
報告された。また，地域との連携に関しては，災害発生直後から，保育再開に至り多様な事
例がみられた。 
 
2-3-1-2. 災害後見直した事項 
  
次に，東日本大震災後，各保育施設で見直された内容を表 2- 3 に示す。防災訓練や避難
計画について，訓練のマンネリ化が発生しないように，それまで以上に具体的な発生状況を
設定し保護者と一緒に訓練を行う機会を設けるようになったことや高台へのスムーズに避難
をするための避難路を新たに設置し，危険な箇所等を把握するようになった。災害時に子ど
もたちが硬い乾パンを食べることが困難であった経験を活かし，非常食を柔らかいクッキー
に変更した。また，実際に園外避難を行う中で，園庭に全員集合してから避難を開始するこ
とが支障であると判断し，各クラス単位で避難開始することのルールの改正をした。災害を
経験する中で，「もっとこうしたらいい。」という発見を通して，見直された事項が多く存
在することが把握された。 
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表 2- 2 災害発生時に対応した事項
 
 
 
表 2- 3 災害後見直した事項 
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2-3-2. 石巻市認可保育園ピノチオにおける災害対応事例 
 
 東京都葛飾区震災復興マニュアルに基づく子ども支援分野の職員研修における社会福祉法
人夢みの里の講義より得られた，石巻市認可保育園における東日本大震災の発災からの対応
経緯について整理し，図 2- 1 に示す。 
 
 
図 2- 1 東日本大震災発災からの対応経緯 
 
 
（1）発災当時の園舎について 
 発災当時，まだ認可保育園として開園する以前であり，NPO 法人としての運営であった
ため，2 歳児の保育室と 3 歳～5 歳児の合同の保育室は新築であったが，0 歳児，1 歳児の保
育はプレハブ棟で実施していた。 
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（2）発災前の様子と発災直後の対応 
 地震の発生は，子どもたちはお昼寝の時間中であり，保育士たちは午後の準備やおやつの
準備をしていた矢先であった。地震発生の 2 日前に発生した余震とは規模の違う揺れを感
じ，園舎内の荷物が落ちる様子から，プレハブ棟が潰れてしまうのではないかという不安か
ら，保育室に急行し，大きな揺れにより，立つことも出来ない状態であったが，揺れが収ま
るまで子どもたちに布団をかぶせ保育士が覆いかぶさるような態勢をとった。揺れが収まっ
た時点で，子どもたちを部屋の真ん中の安全な所に集め，布団をかぶせ待機をした。プレハ
ブがいつ潰れてしまうか分からないという状況であったため，0 歳児を 2 歳児の保育室へ移
動し，入り口に電線が垂れ，出入りができない状態になっていたため，窓から脱出し 3 歳～
5 歳児の保育室へ移動した。保育士は恐怖や不安を感じている中でも，子どもたちの安全が
第一であるという考えで行動していたという。 
 
（3）園外避難の判断 
 地震が発生して間もなく，電気や水道が停止し，寒さ対策のため，子どもたちの着替えを
行った。その後，保護者による子どもたちの引き取りが始まり，随時子どもたちを保護者に
引き渡した。防災無線やラジオから情報収集を試みたが，何も得られず，たまたま通じた携
帯によって，市役所から津波情報を得られ，保育園まで津波が来る前に園外避難をする判断
をした。発災当日の夕方，最も近い小学校へ防寒具や備品を散歩車に乗せ避難開始した。園
外避難する際に，子どもたちの引き取りが済んでいない保護者に向けて，園舎に貼り紙を残
し，避難先の小学校には自分たちが避難していることを知らせる貼り紙を貼った。保育園や
小学校が石巻市の内陸に位置していたこともあり，避難後，足りない備品を園舎に取りに戻
ったが，沿岸部に位置していた場合，無事に戻ることはできなかったのではないかと振り返
った。 
 
（4）小学校での様子と保護者の迎え 
小学校では，保護者が迎えに来ていない子どもたちに不安を感じさせないために，保育園
から持参したマットや布団などを敷き，普段と同じ接し方をするように心がけた。また，一
切の情報がない中で，家に帰ることはできるのだろうかと，保育士の心の中も不安が残る夜
を過ごした。当日までに，保護者が迎えに来ることができなかった子どもたちは 5 人であっ
たが，周囲の人は子どもたちの様子を察し，協力する体制や雰囲気ができていたため，保育
士は子どもたちの対応に集中することができた。 
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（5）避難所での生活と食料 
翌日になると，小学校の 1 階の天井まで水位が上昇し，しばらくは階段を利用すること
も，1 階に降りることも出来なくなっていた。小学校の先生を中心にトイレの水くみを協力
し合いながら行い，食料に関しては，1 日に消防署からのビスケット１枚と，小さい紙コッ
プ 3 分の 1 程度の飲み水のみであった。避難した小学校は指定の避難所ではなかったが，小
学校の先生方が，献身的に協力し，非常に保育士や子どもたちの助けになった。 
 
（6）保育士への指示 
 全ての子どもたちを保護者に引き渡したのは 4 日目で，その時点で，保育士も全員帰宅す
ることができたが，当時，ライフライン復旧の見通しが全くなかったため，保育士への次の
行動指示をすることが困難な状況であった。しかし，保育士一人ひとりの判断により保育園
に集まって片付けを始めていくことになった。保育園の片付けと同時に園児の安否確認を実
施することになり，唯一つながる電話を使用して，全員の安否確認を行うことができた。 
 
（7）園舎と周辺の被害への対応 
 保育園の周辺地域では，膝から胸まで水が上がり，道路には地割れや陥没，電柱は電線が
切れている状態であった。園舎は周辺に比べ高く位置していたため，全保育室はコンセント
の下程度までの床上浸水であったが，駐車場は少し低く位置していたため，車はほとんど全
滅状態であった。最も厳しい状況にあったのは，衛生面で，片付け，食事，トイレの衛生環
境を整えることが困難であった。3 月一杯は，給水車からの水の確保，園舎の片付け，食料
の確保に労力をかけることとなった。 
 
（8）保育再開と地域との連携 
3 月は，卒園式を行う時期であったため，予定されていた卒園式を行う計画を立てること
となり，保護者との相談の上で，園舎は使用することができなかったため，園庭で卒園式を
実施することができた。3 月に片付けと卒園式を完了したため，4 月 1 日から午前中のみの
短時間保育を行うことになった。保育再開にあたって，子どもたちを預かる立場として，食
事の提供や衛生面の管理が特に必要である中で，他の事業所の職員との連携や全国からのボ
ランティア，支援者の協力があったことが大きな要因となっている。 
そして，法人として給食の提供を再開できる時点で，5 月の連休明けから通常保育を再開す
ることになった。さらに，同時に被災した保育園以外の子どもたちを受け入れる体制も整備
した。 
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（9）子どもたちの様子 
 震災後，子どもたちは，ヘリコプターの音に委縮し，長期間続く余震に敏感になり，不安
な様子で笑顔も見られなくなっていたが，多くのボランティアの訪問によって，少しずつ笑
顔が戻った。 
 
（10）東日本大震災の経験を踏まえて 
 想定内および想定外に対する日頃の訓練が最も必要であるが，防災マニュアルを整備して
いたとしても，その場の柔軟な判断や対応が必要になるため，平常時から小さなことでも記
録をする習慣とすることや，保育士一人ひとりが責任を持ち「自分が子供を守る。」という
使命感をもって行動することが重要である。園長や主任の指示を待つのではなく，現場の立
場として，いつでも動けるように普段から心がけることが求められる。 
震災後，以前より防災マニュアルなどが改善され，現在もさらに改善され続けているが，
災害は突然発生し，想定外も当然発生しているため，防災マニュアルが整備されていたとし
ても，自分たちの頭に入っていなければ，ただの紙切れとなってしまう可能性がある。平常
時から「こんな時はどうしたらいいのか。」と話題に出しておくことが大事であり，実際に
その場にいる職員が瞬時に考え，判断し，臨機応変な行動に繋げることが命を守る一番の策
である。防災マニュアル通りできればいいが，そのとおりではないものが実際にあるという
のが現状である。 
 
 
  
 
 
 
第 2 章 保育園・幼稚園等における過去の災害対応の実態 
18 
 
 
 
 熊本地震における災害対応の実態 
 
2-4-1. 熊本学園大学付属敬愛幼稚園における災害時対応と保育再開に向けた取り組み 
 
ヒアリング調査より得られた，熊本学園大学付属敬愛幼稚園における 2016 年熊本地震の
発災からの対応経緯について，図 2- 2 に整理した。 
 
 
図 2- 2 熊本地震発災からの対応経緯 
 
（1）地震発生から翌日以降の対応 
地震発生直後の対応については，地震が発生した時間が夜であったため，幼稚園として子
どもたちの安全確保など対応を迫られなかったが，地震発生直後に，緊急連絡リストを使用
し，園長の自宅から電話で安否確認を行った。4 月 16 日の朝，緊急職員会議を行い，今後
の地震に備える目的で防災マニュアルを作成したが，災害が起こる前に防災マニュアルの整
備をしておくことで，もう少しスムーズな対応ができたのではと感じていることが把握され
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た。特に，発災が夜であったため緊急の対応を迫られなかったが，昼間であった場合，さら
に混乱が起きていたかもしれないと振り返った。 
園舎の被害については，数年前に園舎を新築し，耐震強化を行っていたため，ほとんどな
かったが，その後，また大きな地震が発生する恐れがあること，職員も被災者であることを
考慮し，体制が整うまで様子をみることにし，その後，4 月 25 日から自由登園を開始，同
時に避難所で生活する子どもたちに対して「子ども広場」を開始した。 
 
（2）「子ども広場」の概要 
 「子ども広場」は隣接する付属大学の敷地内の一部の建物を避難所として開放するにあた
り併設した，被災した子どもたちが自由に過ごすための空間で，建物内には 1 階，2 階に地
域の方のための避難所，3 階に「子ども広場」を設置した。また，大空間をもつアリーナに
は被災した施設で受け入れられない障がい者に対して優先的に活用してもらうスペースを設
けた。「子ども広場」の見取り図 16）を図 2- 3 に示す。 
「子ども広場」は地域から来る子どもたちに限らず全ての人を対象に実施した。また，運
営スタッフは，幼稚園職員と熊本学園大学の学生ボランティアおよび社会学部の先生方であ
り，普段幼稚園に通う子どもたちも催し物やイベント開催の際に参加する形態になった。避
難所および「子ども広場」開設は最長 45 日間となったが，日が経つにつれて利用者が減少
していった。 
 
（3）避難所の開設と「子ども広場」に着目した経緯 
 大学の建物を避難所として開設することは，事前に計画されてはいなかったものの，地域
住民の需要に対して，開設することが必要であると判断され，社会福祉学部の職員が中心と
なり，運営方法等を話し合い進められた。 
「子ども広場」を設置し，特に保育再開や心のケアに着目した理由は，平常時の幼稚園の
活動自体が子どもたちのために行っているという視点，附属大学には、保育士や幼稚園の先
生を育て教育をするための子ども家庭福祉学科があり，その学生がボランティアとして携わ
ってくれたことなどの要因がある。特に，心のケアに興味を持ち学んでいる学生が多く，哲
学や倫理学（生命倫理学，心のケア）の専門性を活かすことができる機会として上手くマッ
チングしたことが挙げられる。 
 
（4）熊本地震発生前の備えについて 
以前は地震に対する訓練はほとんど実施せず，火災訓練については，近隣の消防署の協力
を得て年 3，4 回実施していたため，災害発生時，基本的には最も安全なグラウンドに避難
することとなっていた。また，熊本地震が発生するまで，「熊本は地震がない県である。」
という印象が多くの人に根付いていたため，大地震が発生すること自体が盲点であり，予想
外であった。 
 
（5）平常時の備えと災害対応 
 全てが想定外であった中での災害対応への成果については，火災訓練をしていた経験が，
準備ができているという少しの心の余裕になったこと，園舎が新築して建物の安全性が安心
 
 
 
第 2 章 保育園・幼稚園等における過去の災害対応の実態 
20 
 
 
 
材料になったこと，実際に非常時になった際に，チームワークや統率がとれたことが要因に
なった。また，想定外に対応していくための留意点は，想定外が発生した時に一から体制を
構築していかなければならなくなるため，その際にはコミュニケーションやネットワークが
重要となる。コミュニケーションについては，幼稚園であるが，通園バスがないということ
が大きな特徴であり，送迎の際に保護者と職員の綿密なコミュニケーションが取れているな
ど，平常時からの信頼関係づくりができている。 
 
（6）保育再開について 
自由登園を開始するに至った経緯は，保護者からの不安の声などがあり，幼稚園としてど
のようなお手伝いができるのかを考え，被災後，様々な状況にいる人の立場や職員の体制が
完全ではなかった点から最初は保護者が同伴する自由登園の形式とし，5 月の連休明けに通
常保育再開となった。 
 
（7）子どもたちと職員の心のケアについて 
災害対応において，子どもたちの心のケアが重要であり，災害時に子どものストレスがど
ういうものなのかを考えること，特に地震の記憶や余震の継続，日常の生活空間とは違う環
境にいて，日頃と違いやることがなくなってしまうことや避難所で周りの目を気にすること
など，多くの要因が考えられる中で，子どもたちの QOL を高める必要がある。また，自由
登園や保育再開の際には，地震のことはあまり考えずにいつも通り過ごしてほしいという思
いから，とにかくいつも通りに接することを心掛けた。 
 また，職員に対する心のケアには，被災後に心身ともに疲労してしまう状況であったた
め，職員も被災者であることを考慮し，まずは自分の周りのことを優先することで被災によ
るストレスを感じないように体制を整えた。 
 
（8）保護者との関係性について 
自由登園，通常保育開始の段階では，子どもたちは被災し不安が多いなかで，家庭ではど
こにも連れ出すことができず，困っている保護者が多くなっていた。自由登園という形でも
園を再開することで，少しでも気を紛らわせることに繋がり助かったという話を聞かされお
り，特に，入園や進級をして間もない時期であったため，通園し先生や友達と交流し，保護
者同士も会話をすることが出来たため不安が取り除かれたという意見も出ていた。 
 
（9）今後に向けて 
地震が発生する前から，火災や地震を想定した訓練は行っていたが，災害後，訓練内容の
工夫をするようになった。また，避難のシミュレーションも行うようになり，災害時の連絡
方法について防災マニュアルの見直しを行い，一斉メール配信サービスを使用や引き渡し訓
練も実施するようになった。熊本地震を経験し，ノウハウを得ることで現在の体制づくりに
繋がっており，現在は，大学の駐車場に備蓄倉庫の設置など災害に備えるためのハード整備
も行っている。今後，地震の記憶等が薄れてくることがないように，子どもたちに定期的に
災害や防災に関する話をする場を設けて伝えていく予定である。 
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図 2- 3 熊本学園大学 14 号館ホール避難所見取図（出典：熊本学園大学(2017)：平成 28 年熊本地震大学避難所
45 日障がい者を受け入れた熊本学園大学震災避難所運営の記録，熊本日日新聞社） 
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 小括 
 
 本章では，過去の災害における保育園・幼稚園等の災害対応について整理した。東日本大
震災と熊本地震では被害の大きさや様子は全く異なり，保育園・幼稚園等での実際の対応に
それぞれ成果や課題と同時に相違点，さらには共通点が把握された。 
 
（1）保育園・幼稚園等の災害対応における心のケアのあり方 
 東日本大震災，熊本地震の災害対応経緯の中で，第一に子どもたちの安全を確保している
こと，そして子どもたちを不安にさせない心のケアが行われていることが共通して把握され
た。災害発生から保育再開に至る期間の中で，子どもたちの命を守ることは重要であるが，
それだけでなく心のケアに目を向けた対応を行うことが子どもたちだけでなく，保護者に安
心を与える上で必要である。特に，保護者や周囲の大人が災害後の対応に追われ，平常時と
は遠い被災後の子どもたちの居場所づくり，平常時と同じ環境や雰囲気をできるだけ壊さな
いための考慮を取り入れた対応が，保育園・幼稚園等の災害対応として求められる。 
 
（2）地域との連携を可能にする平常時からの関係づくり 
 東日本大震災の事例では，周辺地域のサポートや情報提供が初動対応から保育再開に大き
な助けとなったこと，熊本地震の事例では，子どもたちの心のケアを最優先し，地域に開い
たサポートを継続的に実施した成果などが挙げられ，保育園・幼稚園等の災害対応における
一つの重要な視点として考えられる。災害対応を視野に入れた地域との連携を行うことが理
想的であるが，それ以外にも，平常時の保育活動に伴う地域と人々との顔の見える関係をつ
くることが，結果的に災害時にも相互の協力体制を構築することに繋がる。 
 
（3）保育園・幼稚園等の災害対応における判断力の重要性 
 災害対応の初動対応期から保育再開に至る時系列の中で，フェーズごとに，安全確保の方
法，園外避難の判断，避難所での子どもたちへの対応，職員の参集基準など，多くの判断が
迫られたことが共通して把握された。想定外が発生する中で瞬時に判断し対応することは，
防災マニュアルの整備の有無に関わらず，必要である。防災マニュアルを整備していても，
その内容と違う判断が迫られる場合もあると考えられ，職員一人ひとりの判断力がなければ
対応できない場合もある。東日本大震災の事例からも把握された通り，園長や主任の指示を
待つだけでなく行動できるように，平常時からの情報共有体制を高築することも重要であ
る。 
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（4）災害対応に向けた事前の備えとしての防災マニュアルの有効性と活用方法 
 災害に対する事前の備えについて，東北地域では，これまでも津波被害を受けてきたとい
う経験から，すでに防災マニュアルを作成し，防災訓練の取り組みも行われていた一方で，
熊本では，これまでほとんど地震による被害を経験していなかったため，事前に防災マニュ
アルの作成が行われていなかった。災害の大きさや発生状況により一概には言えないが，防
災マニュアルを整備することによる事前の備えだけでは十分な対応ができるとはいえないこ
と，防災マニュアルが整備されていなくともその状況に応じた判断力や行動力により対応で
きる場面もあることが把握された。しかし同時に，熊本地震を振り返り，被害の大きさや状
況によって直後対応が迫られる場面では混乱が生じていたかもしれないということや災害後
に新たに防災マニュアルを整備したことから，事前の備えの必要性も挙げられ，そのために
災害時に子どもたちを守るための判断力や行動力を身につける基礎となる防災マニュアルの
存在が災害対応において有効性があることも示唆された。 
 さらに，防災マニュアルを整備，作成するだけでなく，災害時により有効である形式や防
災訓練や災害対応方法の検討に活用することで内容の更新や改善を行うことが必要であるこ
とが示唆された。 
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 本章の位置づけ 
 
本章では，東京都町田市を対象に，保育園・幼稚園等の施設形態や保育活動に伴う平常時
の取り組みについて整理した上で，災害対応に向けた取り組みに関して防災マニュアルの整
備状況や活用方法と，それぞれの保育園・幼稚園等で整備されている防災マニュアルの内容
について傾向や特徴を把握するため，項目分類と分析を行う。 
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 保育園・幼稚園等の防災マニュアルの整備状況と活用方法に関する調査概
要 
 
3-2-1. データ収集方法 
 
まず，東京都町田市の保育園・幼稚園等の 111 施設について，町田市ホームページおよ
び各保育園・幼稚園等のホームページ上の公開データと町田市保育・幼稚園課から得られた
データ用いて，各施設の属性データを作成する。さらに，東京都町田市の保育園・幼稚園等
の 111 施設に対して，防災マニュアルの整備状況および活用方法に関するアンケート調査と
防災マニュアル提供の依頼を実施する。本調査に関する概要と質問票を表 3- 1，表 3- 2，表
3- 3 に示す。 
 
表 3- 1 調査概要 
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表 3- 2 アンケート調査 質問票（表） 
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表 3- 3 アンケート調査 質問票（裏）  
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3-2-2. データ分析方法 
 
 データ分析は，調査依頼によって得られたデータより，防災マニュアルを作成済みである
施設を対象に実施する。分析対象について以下，表 3- 4 に示す。 
 
表 3- 4 分析対象 
 
 
 
3-2-2-1. 防災マニュアル項目別 0，1 点評価分類方法 
 
 防災マニュアル提供の依頼により得られた保育園・幼稚園等の各施設の防災マニュアルに
ついて，記述内容やその傾向を把握するため，防災マニュアルの項目分類および点数化を行
う。各施設において，同法人に所属する施設が含まれ，防災マニュアルの内容に相異がみら
れない場合は，同法人でまとめ，一つの施設として点数化を行う。 
また，本研究では，総務省消防庁による調査報告書 19），文部科学省による学校防災マニ
ュアル（地震・津波）作成の手引き 20），町田市ガイドライン 21），既往研究を参考とし，危
機管理体制のあり方を評価・見直しするために必要な考え方である，「リスク把握・評価」
→「被害の軽減・予防策，体制整備，計画策定」→「評価・見直し」の流れに沿って進める
こととする。 
総務省消防庁による調査報告書での「9 つの指標」を参考に，保育園・幼稚園等の災害対
応として重要と考えられる項目を定め，防災マニュアルの内容に当てはめて大項目を設定す
る。さらに，細分化した小項目の内容が各施設の防災マニュアルに記述されているか否かに
より分類を行い，各施設の防災マニュアルの得点を算出する。各施設の防災マニュアルはそ
れぞれ独自の形式で作成されているため，記述の有無に関して，判断基準を設けることで一
定の方法で分類を実施する。また，各施設の防災マニュアルに関して，少しでも該当する内
容の記述がある場合を 1 点，記述が全くない場合を 0 点とし，点数を算出する。大項目は 9
項目，小項目は 40 項目であるため，総合得点は 40 点満点とし，集計を行う。大項目，小項
目の内容と点数設定，および判断基準について以下，表 3- 5 に示す。 
 
 
 
 
 2
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表 3- 5 大項目，小項目と判断基準 
 
 
 各大項目の点数設定について，「災害規模や被害の想定」は 4 点満点，「施設整備」は 7
点満点，「初動対応期の体制」は 8 点満点，「組織内外の情報通信」は 3 点満点，「備品備
蓄の確保と対応」は 4 点満点，「保護者との関係性と保育再開」は 4 点満点，「訓練・評
価」は 6 点満点，「地域との連携と受け入れ体制」は 2 点満点，「心のケア」は 2 点満点と
し，9 つの大項目の点数の合計は 40 点満点となり，これを総合得点とする。 
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3-2-2-2. 施設属性と防災マニュアル項目の関係性に関する分析 
 
 3-2-1.で作成した保育園・幼稚園等の各施設の施設属性データと 3-2-2-1.で作成した防災
マニュアル項目別 0，1 点評価のデータから，相互の関係性を把握するため，統計解析ソフ
ト「IBM SPSS Statistics 24」を用いて，2 変量の相関分析，クロス集計における独立性の検
定としてx2 検定を行った。また，相関分析，x2 検定では，5%未満を有意水準とし，5%有
意で*，1%有意で**を付加し，期待度数が 5 以下のセルが 20%を超えるものは n.s.を付加す
る。 
 
 
3-2-3. 保育園と幼稚園の比較分析について 
  
 3-2-2.による分析によって得られた結果を用いて行う，保育園と幼稚園の比較分析の概要
について以下にまとめる。 
 本研究では，制度上，児童福祉法に位置づけられる保育所と地域型保育（小規模保育の
み）は保育園，学校教育法に位置づけられる幼稚園と認定こども園法に位置づけられ，内閣
府の管轄にある認定こども園は幼稚園と定義し，扱うものとしている。また，認定こども園
を幼稚園と定義した理由として，本研究の対象である町田市内の認定こども園の設置主体が
全て学校法人によるものであるためである。 
 また，設置主体や法的位置づけ，管轄省庁が全く違うそれぞれについて比較分析を行う目
的について整理する。まず，「子ども・子育て支援制度」により，これまで二分化されてい
た保育所と幼稚園に加えて，内閣府の定める認定こども園や地域型保育が設置され，子育て
支援の充実化が図られていることで，これまでは異なる目的によって設置されていた保育所
や幼稚園の役割が統合化されてきている傾向であることがいえ，今後さらに役割の統合が進
み，保育と教育の両役割を担う施設が増加すると考えられる。また，保護者の立場からみる
と，保育園および幼稚園に求める災害対応の役割に相異する点はないと考えられる。 
一方では，今後変化していくと考えられる子育ての環境も現状では，保育所または幼稚園
と位置付けられる施設が多く，これらの二つを比較し，現状について整理する必要がある。 
以上のことから，本研究では，保育園と幼稚園の比較分析を実施する。 
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 保育園・幼稚園等の施設形態と保育活動に伴う平常時の取り組みの実態 
 
3-3-1. 施設の設置と規模について 
 
 施設の設置に関して，開設年，設置主体および規模について以下，図 3- 1 保育園・幼稚
園等の開設年図 3- 4 に示す。 
 
開設年について，「1971～1980 年」が 27 施設と最も多く，次いで「1961～1970 年」，
「2001～2010 年」，「2011～2017 年」がいずれも 22 施設であった。要因として，高度経
済成長やベビーブームなどの人口増加により保育園・幼稚園等の開設が多くの場所で必要と
されたこと，近年の待機児童数の増加に伴い保育園・幼稚園等の供給が増えたことが挙げら
れる。保育園と幼稚園を比較すると，幼稚園は「1961～1970 年」が 16 施設と最も多く，
次いで「1971～1980 年」が 10 施設であることに対し，保育園では「2001～2010 年」およ
び「2011～2018 年」が 21 施設であり，二分化していることが把握された。要因として，
近年の共働きの増加などによる保育園の需要が大きいことが考えられる。 
 
 
 
図 3- 1 保育園・幼稚園等の開設年 
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設置主体について，「社会福祉法人」が 59 施設と最も多く，次いで「学校法人」が 33
施設，「個人」が 6 施設，「公立（町田市）」が 5 施設，「NPO 法人」が 4 施設，「宗教
法人」および「民間企業」が 2 施設であった。社会福祉法人が最も多い理由として，保育園
の施設数が 74 施設，幼稚園の施設数が 37 施設と，保育園が幼稚園より多いことが挙げられ
る。 
 
 
図 3- 2 保育園・幼稚園等の設置主体 
 
施設の規模について，施設の定員は「51～100 人」が 43 施設と最も多く，次いで「101
～150 人」が 23 施設，「151～200 人」が 14 施設であった。また，最も定員数が多い施設
は 420 人，少ない施設は小規模保育の 17 人であった。 
職員数は，「31～40 人」が 29 施設と最も多く，次いで「21～30 人」が 27 施設，「41
～50 人」が 18 施設，「11～20 人」が 11 施設であった。また，最も職員数が多い施設は
92 人であり，最も定員数の多い施設とは一致しなかった。保育園と幼稚園を比較すると，
定員について，保育園では「51～100 人」が 42 施設と最も多く，次いで「101～150 人」が
19 施設であり，比較的小規模な施設が多い傾向にあることに対して，幼稚園では「151～
200 人」が 10 施設と最も多く，次いで「201～250 人」が 8 施設であり，中規模の施設が多
い傾向にあることが把握された。また，職員数について，保育園では「31～40 人」が 25 施
設と最も多く，次いで「21～30 人」が 19 施設，「41～50 人」が 15 施設であり，幼稚園で
は「21～30 人」が 8 施設と最も多く，次いで「11～20 人」が 7 施設，「31～40 人」が 4
施設であり，全体的に同様の傾向がみられた。以上より，保育園に比べ，幼稚園では定員の
規模が大きいにも関わらず，職員数が少ないことが明らかとなった。 
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図 3- 3 保育園・幼稚園等の定員 
 
 
図 3- 4 保育園・幼稚園等の職員数 
 
3-3-2. 施設のハード属性について 
 施設のハードの視点からみた属性に関して，階数，主要構造および園庭について以下，図
3- 5～図 3- 7 に示す。 
 
 施設を含む建物の階数について，「2 階」が 72 施設と最も多く，次いで「3 階」が 11 施
設，「1 階」が 10 施設であり，2 階建ての建物を使用している施設が多数を占めていること
が把握された。また，最も高層の建物で 15 階であり，マンションとの複合型となっている
施設であることが把握された。 
 施設主要構造について，「RC」が 60 施設と最も多く，次いで「S」が 31 施設であり，
以上 2 種類が大半を占める結果となった。 
 園庭の有無について，「あり」が 88 施設，「なし」が 9 施設であった。 
 以上のことから，施設のハード属性は，RC 造 2 階建てで園庭を有する施設が多い傾向に
あることが把握された。 
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図 3- 5 保育園・幼稚園等の施設の主要構造 
 
 
図 3- 6 保育園・幼稚園等を含む建物階数 
 
 
 図 3- 7 保育園・幼稚園等の園庭有無 
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3-3-3. 保育活動に伴う平常時の取り組みについて 
  
平常時の取り組みに関して，延長保育や地域に向けた保育活動，保護者に関わる取り組み
について以下，図 3- 8～ 図 3- 13 に示す。 
 
 延長保育の実施について，「実施している」が 76 施設，「実施していない」が 21 施設で
あった。また，一時保育の実施について，「実施している」が 68 施設，「実施していな
い」が 29 施設であった。以上のことから，多くの施設が保育の需要に対する体制を整えて
いることが把握された。保育園と幼稚園を比較すると保育園では「実施している」が 72 施
設であり，ほとんどの施設で延長保育を実施していることに対して，幼稚園では「実施して
いる」がわずか 4 施設であった。また，一時保育については，保育園では「実施している」
が 45 施設，幼稚園では 23 施設であることから，延長保育に比べ幼稚園の多くの施設で行わ
れていることが把握された。 
 
 
図 3- 8 保育園・幼稚園等における延長保育実施状況 
 
 
図 3- 9 保育園・幼稚園等における一時保育実施状況 
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園庭開放について，全体では「開放している」が 62 施設，「開放していない」が 33 施
設であり，子育てひろばの実施について，「実施している」が 75 施設，「実施していな
い」が 22 施設であった。以上のことから，地域の子育て世代に向けた取り組みを行ってい
る施設が多い傾向にあること，その中でも園庭開放に比べ，子育てひろばが多くの施設で実
施されていることが把握された。施設として園庭を持たない場合もあるため，園庭の有無に
関わらない子育てひろばの取り組みが多いと考えられる。また，幼稚園において子育てひろ
ばを実施する施設が園庭開放に比べ少ないのは，子育てひろばが児童福祉法により定めら
れ，0 から 3 歳児を対象とした事業であることも要因であると考えられる。 
 
 
 
図 3- 10 保育園・幼稚園等における園庭開放実施状況 
 
 
図 3- 11 保育園・幼稚園等における子育てひろば実施状況 
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保護者に向けた懇談会の実施について，年間実施回数は，「2 回」が 50 施設と最も多
く，次いで「3 回」が 16 施設，「1 回」が 14 施設であり，「なし」の施設は 4 施設であっ
た。保護者会の実施について，年間実施回数は，「なし」が 45 施設と最も多く，次いで「3
回」が 14 施設，「2 回」が 12 施設，「1 回」が 11 施設であった。また，「6 回以上」が 9
施設であり，最も実施回数の多い施設で 11 回であった。以上のことから，懇談会はほとん
どの施設が実施していることに対して，保護者会は実施していない施設が多いことが把握さ
れた。保育園と幼稚園を比較すると，懇談会について，保育園では「2 回」が 47 施設と最
も多く高い割合を占めており，幼稚園では「3 回」が 7 施設と最も多く，次いで「1 回」が
5 施設，「6 回以上」が 4 施設とばらつきがみられた。保護者会については，保育園では
「なし」が 43 施設と最も多く高い割合を占めており，幼稚園では「3 回」が 9 施設と最も
多く，次いで「1 回」が 5 施設，「6 回以上」が 4 施設と懇談会同様にばらつきがみられ
た。保育園では，懇談会はほとんど施設で実施しているものの，保護者会はあまり実施して
いない傾向にあることが把握された。 
 
 
 図 3- 12 保育園・幼稚園等における懇談会実施状況 
 
 
 図 3- 13 保育園・幼稚園等における保護者会実施状況 
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 防災マニュアルの整備状況および活用方法の傾向 
 
3-4-1. 保育園・幼稚園等に対するアンケート調査結果 
 
東京都町田市保育園・幼稚園等における防災マニュアルの作成と活用方法の実態について
アンケート調査の結果を図 3- 14～図 3- 26 に示す。 
 
（1）防災マニュアルの作成について 
防災マニュアルの作成は，保育園・幼稚園等全体で，95%が「作成している・作成中であ
る」となり，ほとんどの施設において防災マニュアルを整備していることが把握された。
（図 3- 14） 
 また，保育園と幼稚園を比較すると，保育園では「作成している・作成中である」が 86%
であることに対して，幼稚園では 100%と全ての施設で防災マニュアルが整備されているこ
とが把握された。（図 3- 15） 
 
 
図 3- 14 防災マニュアルの作成状況 
 
 
図 3- 15 防災マニュアルの作成状況（保育園と幼稚園比較） 
 
（2）防災マニュアルの保管について 
防災マニュアルの保有数は，1 冊である施設が最も多く，「1～10 冊」が 63%，次いで
「11～20 冊」が 22%，「31～40 冊」が 7%，「41 冊以上」が 4%，「その他」が 4%であ
った。その他の内容は，「各担任が保管している。」であり，クラスごとに参照できる体制
が整えられていることが把握された。（図 3- 16） 
また，保管場所は，「職員室」が 77%で最も多く，次いで「園長室」，「各保育室」が
29%であり，常に職員が配置される場所での保管が多い傾向にあることが把握された。「そ
の他」は 29%であり，内容は，「職員が各自保管している。」や職員室以外に，「事務室」
や「管理室」，「園バス」が挙げられ，職員室だけでなく，普段利用する場所にも保管する
ことでいざという時に参照できる体制が整えられていることが把握された。（図 3- 17） 
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図 3- 16 防災マニュアルの保有数 
 
 
図 3- 17 防災マニュアルの保管場所 
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（3）防災マニュアルの活用方法について 
防災マニュアルの防災訓練や引き渡し訓練での活用は，全体で 82%が「活用している」
となり，防災マニュアルを作成する目的に，訓練等での活用が見込まれていることが推察さ
れた。（図 3- 18） 
また，保育園と幼稚園を比較すると，保育園では「活用している」が 74%であることに対
して，幼稚園では 93%であり，より防災マニュアルと防災訓練の関係性がうかがえる結果と
なった。 （図 3- 19） 
さらに，防災マニュアルの防災訓練以外での参照や活用は，全体で 38%が「参照・活用し
ている」となり，半数以上が防災マニュアルを活用していない，または防災訓練での活用に
とどまることが把握された。（図 3- 20） 
 
 
図 3- 18 防災マニュアルの防災訓練における活用状況 
 
 
図 3- 19 防災マニュアルの防災訓練における活用状況（保育園と幼稚園比較） 
 
 
図 3- 20 防災マニュアルの防災訓練以外の活用状況 
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（4）防災マニュアルの改訂について 
防災マニュアルの改訂は，全体で 66%が「改訂したことがある」となり，半数以上がこ
れまでに防災マニュアルを改訂および改善したことが把握された。（図 3- 21） 
また，保育園と幼稚園を比較すると，保育園では 72%が改訂の経験がある一方，幼稚園で
は，57%であり防災マニュアルの更新に差がみられることが把握された。（図 3- 22） 
 
 
図 3- 21 防災マニュアルの改訂経験 
 
 
図 3- 22 防災マニュアルの改訂経験（保育園と幼稚園比較） 
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（5）災害対応に関わる保護者への周知について 
保護者向け配布物の作成は，全体で 58%が「作成している」となり，半数以上の施設で
災害対応に関するお知らせを行っていることが把握された。（図 3- 23） 
また，保育園と幼稚園を比較すると，保育園では「作成している」が 42%であることに対し
て，幼稚園では 79%であり，大幅に差がみられることが把握された。（図 3- 24） 
さらに，災害対応に関する保護者への説明の場や機会は，全体で 82%が「説明の場がある」
となり，多くの施設で保護者に対して説明を行っていることが把握された。（図 3- 25） 
 日常時および災害時に活用している情報連絡ツールは，「E メール」が 54%と最も多く，
次いで「HP（ホームページ）」が 35%，「Facebook」が 7%，「Twitter」が 4%であり，
保護者宛てに直接連絡できる E メールの活用が半数以上を占めていることが把握された。ま
た，複数のツールを組み合わせて活用している施設もあり，近年 SNS（ソーシャル・ネッ
トワーキング・サービス）の利用が増加する中で，保育園・幼稚園等においても多様な手段
による情報発信が行われていることが把握された。（図 3- 26） 
 
図 3- 23 災害対応に関する保護者への配布物作成状況 
 
 
図 3- 24 災害対応に関する保護者への配布物作成状況（保育園と幼稚園比較） 
 
 
図 3- 25 災害対応に関する保護者への説明機会の有無 
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図 3- 26 普段の情報発信としての活用ツール 
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（6）保育園・幼稚園等における災害対応に関する現状と課題について 
 災害対応に関する課題や関心について，すでに実施している取り組みや今後の方針も含め
記述された内容について以下，表 3- 6 に示す。 
東日本大震災以降，災害対応に関する危機感は増し，園外保育時の対応方法や備蓄の充実
化，多様な想定のシミュレーションなど，すでに防災訓練や平常時の活動の中で試行錯誤が
行われていると考えられる。しかし，これまで経験した以上の想定外が発生することに対す
る不安を感じていることや保護者が帰宅困難者になった場合の保育体制，保護者と連絡が取
れない場合の対応など災害に付随して発生する障害に対する関心や課題が多いことが把握さ
れた。また，今後の災害対応に向けた方針では，防災マニュアルを更新すると同時に全職員
の情報共有について検討していく予定であるという意見があり，保育園・幼稚園等の災害対
応に多くの改善余地があることが示唆された。 
 
表 3- 6 災害対応に関する現状と課題 
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3-4-2. 防災マニュアルの整備状況と内容評価 
 
3-4-2-1. 防災マニュアルの整備状況と項目間の関係性 
 
防災マニュアルの整備状況について，防災マニュアル項目別 0，1 点評価の集計結果をも
とに以下，に示す。また，集計結果を＜参考資料-2＞に示す。 
 
（1）防災マニュアルの全体水準 
総合得点の集計結果について，33 施設中，最高点は 27 点，最低点は 8 点，平均点は
15.9 点であった。また，保育園では，最高点は 23 点，最低点は 8 点，平均点は 15.4 点，
幼稚園では，最高点は 28 点，最低点は 11 点，平均点は 16.5 点であった。以上より，防災
マニュアルの整備状況について，保育園に比べ，幼稚園の水準がやや高いことが把握され
た。 
 
（2）防災マニュアルの項目ごとの集計結果 
小項目ごとの整備状況について，最も高い割合を示した項目は，全体では「初動対応方法
（地震・火災）」であり 97.0%の施設が防災マニュアルの内容に取り入れていることが把握
された。次いで，「情報連絡運用体制」が 84.8%，「情報収集方法」が 81.8%，「指揮権の
明示」および「マニュアル改訂」が 78.8%，「園外避難・避難場所」および「保護者への説
明」が 72.7%であった。（図 3- 27） 
これらの 7 項目中 3 項目は，「初動対応期の体制」に該当し，2 項目は，「組織内外の情報
通信」に該当したことから，保育園・幼稚園等の防災マニュアルにおいて，災害対応におけ
る初動対応期の体制構築と情報発信や取り扱いを重視している傾向であることが把握され
た。 
また，保育園と幼稚園を比較すると，「情報収集方法」が保育園では 89.5%であることに
対して幼稚園では 71.4%であり，災害時の情報収集に関して特に保育園で重要視されている
傾向にあることが把握された。また，「保護者への説明」が保育園では 63.2%であることに
対して幼稚園では 85.7%であり，災害時および平常時における保護者との情報共有に関して
特に幼稚園で重要視されている傾向にあることが把握された。（図 3- 28）  
 次に，最も低い割合を示した項目についてみると，全体では「施設の特徴」であり，0.0%
であった。各施設の建物形態や他施設との複合などについて言及されていないことから，防
災マニュアル内での内容としては重要視されていないことが把握された。また，次いで低い
割合を示した項目は，「BCP」が 3.0%，「地震規模の想定」，「風水害規模の想定」およ
び「職員に対する心のケア」が 6.1%であった。（図 3- 29） 
さらに，保育園と幼稚園を比較すると，「施設内の危険把握」が保育園では 5.3%である
ことに対して，幼稚園では 28.6%であり，「給食対応」が保育園では 21.1%であることに対
して，幼稚園では 0.0%であり，「保育需要への対応」が保育園では 26.3%であることに対
して，幼稚園では 0.0%であった。（図 3- 30） 
以上のことから，その他の項目に比べると，全体としてそれほど重要視されていない，も
しくは整備が進んでいない項目ではあるが，保育園と幼稚園を比較すると，平常時および災
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害時の施設内の危険性把握は幼稚園がより重要視していること，災害時の給食対応や子育て
世代への施設開放など保育需要への対応については保育園がより重要視していることが把握
された。また，給食対応に関しては，平常時から施設内で給食を調理し提供していることに
よる違いと関係していることも考えられる。一方，保育需要への対応に関しては，保育園が
児童福祉法により児童福祉施設と位置付けられ，幼稚園は学校教育法により学校と位置付け
られている背景に関係していると考えられる。 
 
 
図 3- 27 防災マニュアルへの記載割合が高い項目（全体） 
 
 
 
 図 3- 28 保育園と幼稚園の比較 
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図 3- 29 防災マニュアルへの記載割合が低い項目（全体） 
 
 
 図 3- 30 保育園と幼稚園の比較 
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（3）防災マニュアル項目別点数評価（相関分析） 
各大項目の得点に対して実施した相関分析の結果を表 3- 7，表 3- 8，表 3- 9 に示す。 
各大項目の得点の相関について全体では，「初動対応期の体制」と「施設整備」が正の相
関を示し，Pearson の相関係数は（以下，r=）0.353，有意確率（両側）は（以下，p=）
0.044 であり p<0.05 となり有意な関係性があることが把握された。さらに，「組織内外の
情報通信」と「保護者との関係性と保育再開」が r=0.411，p=0.017，「地域との連携と受
け入れ体制」が r=0.365，p=0.037 で正の相関を示し，「心のケア」と「初動対応期の体
制」が r=0.413，p=0.017，「訓練・評価」が r=0.393，p=0.024 で正の相関を示した。いず
れも，p<0.05 となり有意な関係性があることが把握された。 
保育園では，「初動対応期の体制」と「施設整備」が r=0.484，p=0.036 で正の相関，
「地域との連携と受け入れ体制」と「備品備蓄の確保と対応」が r=0.526，p=0.021 で正の
相関を示し，いずれも p<0.05 となり有意な関係性があることが把握された。また，「地域
との連携と受け入れ体制」と「組織内外の情報通信」が r=0.705，p=0.001 で正の相関を示
し，p<0.01 となり有意な関係性があることが把握された。 
 幼稚園では，「組織内外の情報通信」と「初動対応期の体制」が r=0.603，p=0.017 で正
の相関を示し，「地域との連携と受け入れ体制」と「施設整備」が r=0.621，p=0.013，
「訓練・評価」が r=0.555，p=0.032 で正の相関を示し，いずれも p<0.05 となり有意な関係
性があることが把握された。 
 
 
 
 表 3- 7 防災マニュアルの大項目における相関分析結果（全体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
施設整備
Pearson の相関係数 .353*
有意確率 (両側) 0.044
度数 33
保護者との関係性と保育再開 地域との連携と受け入れ体制
Pearson の相関係数 .411* .365*
有意確率 (両側) 0.017 0.037
度数 33 33
初動対応期の体制 訓練・評価
Pearson の相関係数 .413* .393*
有意確率 (両側) 0.017 0.024
度数 33 33
心のケア
初動対応期の
体制
組織内外の
情報通信
 
 
 
第 3 章 保育園・幼稚園等の防災マニュアルの整備状況と活用方法 
 
49 
 
 
 
 
 表 3- 8 防災マニュアルの大項目における相関分析結果（保育園） 
 
 
 表 3- 9 防災マニュアルの大項目における相関分析結果（幼稚園） 
 
  
施設整備
Pearson の相関係数 .484*
有意確率 (両側) 0.036
度数 19
組織内外の情報通信 備品備蓄の確保と対応
Pearson の相関係数 .705** .526*
有意確率 (両側) 0.001 0.021
度数 19 19
初動対応期の
体制
地域との連携と
受け入れ体制
初動対応期の体制
Pearson の相関係数 .603*
有意確率 (両側) 0.017
度数 15
施設整備 訓練・評価
Pearson の相関係数 .621* .555*
有意確率 (両側) 0.013 0.032
度数 15 15
組織内外の
情報通信
地域との連携と
受け入れ体制
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3-4-2-2. 施設属性と項目の関係性（x2 検定） 
 
 各施設属性と防災マニュアルの項目の有無に関係があるかを把握するため，x2 検定を行
った結果を以下，表 3- 10～表 3- 14 に示す。 
属性データを得られなかった施設については，除外し検定を実施した。 
 
平常時における地域の子育て世代に向けた取り組みが，災害時の保育需要への対応に対し
て関係があると仮定し，x2 検定を実施した結果，防災マニュアルの「保育需要への対応」
の項目の有無と平常時の一時保育実施の有無，園庭開放の有無，子育てひろば実施の有無に
ついて，全ての結果において，期待度数が 5 未満のセルが 20%を超えているため，n.s とな
った。さらに，Fisher の直接法を用いた結果，p<0.05 とならず，いずれにしても有意な関
係がないことが明らかになった。また，クロス集計の結果より，平常時の一時保育，園庭開
放，子育てひろばを実施しているが，防災マニュアルの項目に「保育需要への対応」が含ま
れない施設が圧倒的に多い傾向にあることが把握された。 
 平常時における延長保育の実施と災害時の帰宅困難となった保護者への対応に関係がある
と仮定し，x2 検定を実施した結果，防災マニュアルの「発災時時間外保育（帰宅困難
者）」の項目の有無と平常時の時間外保育実施の有無について，期待度数が 5 未満のセルが
20%を超えているため，n.s となった。さらに，Fisher の直接法を用いた結果，p<0.05 とな
らず，いずれにしても有意な関係がないことが明らかになった。また，クロス集計の結果よ
り，平常時の延長保育を実施しているが，防災マニュアルの項目に「発災時時間外保育（帰
宅困難者）」が含まれない施設が特に多い傾向にあることが把握された。 
 平常時における保護者に対する取り組みが，災害時の保護者との情報共有や引き渡し方法
に関係があると仮定し，x2 検定を実施した結果，防災マニュアルの「保護者への説明」，
「引き渡し名簿・カード」，「引き渡しの方法・訓練」の項目の有無と平常時の保護者会実
施の有無について，全ての結果において，p<0.05 とならず，有意な関係ないことが明らか
となった。 
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表 3- 10 x2検定結果（一時保育と項目：「保育需要への対応」） 
 
 
表 3- 11 x2検定結果（園庭開放と項目：「保育需要への対応」） 
 
 
表 3- 12 x2検定結果（子育てひろばと項目：「保育需要への対応」） 
 
 
表 3- 13 x2検定結果（延長保育と項目：「発災時時間外保育（帰宅困難者）」） 
 
 
表 3- 14 x2検定結果 
（保護者会と項目：「保護者への説明，引き渡し名簿・カード，引き渡しの方法・訓練」） 
 
ある ない
度数 2 18 20
一時保育の % 10.0% 90.0% 100.0%
度数 3 7 10
一時保育の % 30.0% 70.0% 100.0%
度数 5 25 30
一時保育 の % 16.7% 83.3% 100.0%
Fisher の直接法 p=0.300
項目：「保育需要への対応」
合計
一時保育
実施している
実施していない
合計
Pearson のカイ 2 乗 n.s.　（p=0.166）
ある ない
度数 4 19 23
園庭開放の % 17.4% 82.6% 100.0%
度数 1 6 7
園庭開放の % 14.3% 85.7% 100.0%
度数 5 25 30
園庭開放の % 16.7% 83.3% 100.0%
n.s.　（p=0.847）
Fisher の直接法 p=1.000
項目：「保育需要への対応」
合計
園庭開放
実施している
実施していない
合計
Pearson のカイ 2 乗
ある ない
度数 5 18 23
子育てひろばの % 21.7% 78.3% 100.0%
度数 0 7 7
子育てひろばの % 0.0% 100.0% 100.0%
度数 5 25 30
子育てひろばの % 16.7% 83.3% 100.0%
Pearson のカイ 2 乗 n.s.　（p=0.117）
Fisher の直接法 p=0.304
項目：「保育需要への対応」
合計
子育てひろば
実施している
実施していない
合計
ある ない
度数 8 15 23
延長保育の % 34.8% 65.2% 100.0%
度数 5 2 7
延長保育の % 71.4% 28.6% 100.0%
度数 13 17 30
延長保育 の % 43.3% 56.7% 100.0%
Fisher の直接法 p=0.190
延長保育
実施している
実施していない
合計
Pearson のカイ 2 乗 n.s.　（p=0.087）
項目：「発災時時間外保育」
合計
ある ない ある ない ある ない
度数 13 5 18 8 10 18 11 7 18
延長保育
の %
72.2% 27.8% 100.0% 44.4% 55.6% 100.0% 61.1% 38.9% 100.0%
度数 7 5 12 5 7 12 5 7 12
延長保育
の %
58.3% 41.7% 100.0% 41.7% 58.3% 100.0% 41.7% 58.3% 100.0%
度数 20 10 30 13 17 30 16 14 30
延長保育 
の %
66.7% 33.3% 100.0% 43.3% 56.7% 100.0% 53.3% 46.7% 100.0%
項目：「引き渡
し訓練・方法」 合計
項目：「保護者
への説明」 合計
項目：「引き渡し
名簿・カード」 合計
保護者会
実施
している
実施
していない
合計
Pearson のカイ 2 乗 n.s.　（p=0.429） p=0.880 p=0.296
Fisher の直接法 p=0.461 p=1.000 p=0.457
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小括 
  
 本章では，保育園・幼稚園等の施設形態，保育活動に伴う平常時の取り組み，防災マニュ
アルの整備状況とその内容について整理し，分析した。 
 3-3.では，全体として保育園・幼稚園等が増加している現状にあることが把握され，保育
園・幼稚園等の施設規模の違いや複合化に伴う施設形態の多様化や NPO 法人や民間企業な
どが加わることによる設置主体の多様化が進んでいることが把握された。また，保育活動に
伴う平常時の取り組みについては，一時保育や園庭開放さらには保護者に対する懇談会や保
護者会などを中心に実施している施設としていない施設が存在するため，保育園・幼稚園等
における災害対応の取り組みを一概にルール化することが困難であることが示唆された。 
 3-4.では，全体として，防災マニュアルの作成や防災訓練等での活用は多くの施設で取り
組まれているものの，それ以外での活用が少なく，進んでないこと，防災マニュアルの改訂
や保護者に対する配布物の作成等，保育園と幼稚園での取り組みに差がみられることが明ら
かとなった。その他，災害時に保護者への連絡ができない場合や保護者が子どもたちを引き
取りに来ることができない場合などの想定外に対応するために平常時の職員同士の意見交換
や情報共有が必要となり，今後の課題であることが明らかとなった。 
 さらに，保育園・幼稚園等の防災マニュアルでは，地震や火災時の初動対応方法とその際
の指揮系統，保護者との連絡手段や外部からの情報収集や職員間の連絡について重視してい
る傾向にあることが明らかとなった。全体的には同じ傾向が読み取れるが，その中でも保育
園と幼稚園の結果に差がみられ，防災マニュアルの整備について相異があることが明らかと
なった。一方で，施設特性，災害の被害や規模の想定は全ての施設で防災マニュアルの内容
にないことが把握され，施設の建物については，当然，耐震性が考慮され安全性向上のため
の取り組みも実施されているので災害時においても特に着目している点であると考えられる
が，防災マニュアルに記載する内容としては取り入れられていなく重要でないということが
示唆された。また，BCP や心のケアに関しては，多くの施設で防災マニュアルに取り入れ
られていないことから，先進的な内容であることが考えられる。 
保育園と幼稚園を比較すると，保育園では，幼稚園に比べ給食対応や保育需要への対応に
ついて防災マニュアルへの記載が多いことから，平常時の給食提供の違いや児童福祉施設と
しての在り方が反映された結果であると考えられる。 
 防災マニュアルの大項目間の相関分析の結果より，全体として，災害時に適切な初動対応
を行うために施設内の環境を整えておく意向があること，保育再開や地域との連携のために
は連絡体制が必要であるという意向，初動対応期の体制や防災訓練を充実化させることで，
子どもたちや職員の心のケアについても視野に入れた災害対応を考えられるという傾向が示
唆された。また，保育園では，地域との連携を行うために施設内の備蓄を確保しておくこと
が必要であるという意向や幼稚園では，初動対応期の体制を整えるために情報通信が重要で
あること，地域との連携を行うためには施設の安全を確保することを重要とする意向がある
ことが示唆された。 
 x2検定の結果からは，有意な関係性が得られなかったが，クロス集計の傾向から，平常時
の保育活動に伴う地域に向けた取り組みが多くの施設で実施されているにも関わらず，防災
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マニュアルの内容としては取り上げられていないことから，平常時の取り組みの現状と災害
時の取り組みの方法にギャップが生じ，理想と現実のひずみがあることが明らかとなった。 
  
  
 保育園・幼稚園等における災害対応に向けた取り組みの実態
 
4-1.本章の位置づけ 
4-2.保育園・幼稚園等における災害対応に向けた取り組みに関する調査概要 
4-3.保育園・幼稚園等における災害対応の取り組みの実態 
4-3-1.災害対応に関する認識や自然災害のリスクの把握 
4-3-2.災害時の対処行動計画 
4-3-3.防災訓練での取り組みの実態 
4-3-4.保護者とのリスクコミュニケーション 
4-3-5.保護者との関係づくり 
4-3-6.周辺地域との連携と関係性 
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 本章の位置づけ 
 
本章では，保育園・幼稚園等の現状における，災害対応に向けた平常時および災害時の取
り組みの実態についてヒアリング調査を行い，取り組みの特性や課題を把握することで，保
育園・幼稚園等における災害対応の構造を明らかにし，今後の災害対応力を向上させるため
の考察を行う。 
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 保育園・幼稚園等における災害対応に向けた取り組みに関する調査概要 
  
 東京都町田市の保育園・幼稚園等 111 施設から，10 施設を選定し，ヒアリング調査を実
施した。 
調査対象の施設は，これまで実施した，アンケート調査や防災マニュアル分析の結果およ
び GIS データをもとに，多様な視点を考慮した知見を得るためハザード，防災マニュアルの
整備状況，開設年，設置主体の観点から総合的に各施設の比較を行い選定した。選定した
10 施設の各観点の比較結果を以下，表 4- 1 に示す。 
 
表 4- 1 ヒアリング調査対象選定比較 
 
 
また，本調査の実施概要と質問票を表 4- 2，表 4- 3，表 4- 4 に示す。 
 
表 4- 2 ヒアリング調査概要 
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表 4- 3 ヒアリング調査票（表） 
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表 4- 4 ヒアリング調査票（裏） 
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 保育園・幼稚園等における災害対応の取り組みの実態 
 
4-3-1. 災害対応に関する認識や自然災害のリスクの把握 
  
 各施設の災害対応に関する認識や自然災害のリスクの把握について以下，表 4- 5 に整理
し，示す。 
 
表 4- 5 ヒアリング調査結果（災害対応に関する認識とリスクの把握） 
 
 
 自然災害のリスクの把握について，全ての施設で自然災害が発生した場合の周辺の危険を
認識しており，特に近年多発する豪雨による河川の氾濫や土砂災害や地震が発生した場合の
園舎の耐震強度に関する認識が多い傾向であった。またそれぞれ，施設の周辺状況の確認や
町田市のハザードマップと照らし合わせの確認していることから各施設のリスクの把握とハ
ザードマップがほぼ一致する結果となった。 
 これまでの自然災害による被害の経験について，東日本大震災の経験を含み，全ての施設
で自然災害の経験があり，東日本大震災では，地震発生時，町田市保育園園長会が実施され
ていたことから，ほぼ全ての施設で園長が不在であったため多くの現場職員が不安や恐怖を
感じていたこと，その中でも子どもたちの安全確保を最優先した行動がとられていたことが
把握された。また，帰宅困難となった保護者のお迎えは，電車が止まり徒歩での帰宅を余儀
なくされた保護者がいたものの，ほとんどの施設で当日中の引き渡しが完了した。しかし，
中には，職場が遠方であったため，翌日の早朝まで停電している中で発電機を使用し子ども
たちを保護した事例が把握された。幸い，園舎に大きな被害を生じた施設はなかったが，さ
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らに大きな被害が発生した場合の対処について考える機会となり，現在の災害対策に大きく
影響する経験であったと言える。また，近年多発する台風による河川氾濫や水害では，実際
に近隣の保育園と共に市民センターに避難をした経験から災害協定を結び，特に配慮が必要
な乳幼児の避難場所の確保を行なっている。このほか，施設内外にマンホールが集中してい
るため，豪雨による容量超過が発生し，園庭が使用できなくなった経験から，子どもたちへ
の危険にならないよう今後，雨水と汚水の点検をする必要があることが挙げられた。 
 災害対応における目標については，全ての施設で「子どもたちの安全確保と命を守るこ
と」が挙げられた。保育園・幼稚園等では，平常時から子どもたちを預かる立場の中で，子
どもたちを安全に保護者に引き渡すことが求められているため，災害時についても同様に考
えられる。 
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4-3-2. 災害時の対処行動計画 
  
各施設の災害時の対処行動計画について，防災マニュアルの作成と活用の現状を以下，表
4- 6 に整理し，示す。 
 
表 4- 6 ヒアリング調査結果（防災マニュアルの作成と活用） 
 
 
 防災マニュアルの作成経緯について，大きく分けると消防法により義務付けられた消防計
画に防災に関する内容が盛り込まれる形で作成した場合が多く，その他，市からの要請や消
防計画とは別に独自のアイデアから防災マニュアルを作成した経緯が見受けられた。消防法
により，施設の規模（300 ㎡以上であれば甲種防火対象物，300 ㎡未満であれば乙種防火対
象物に区分される）と収容人数（30 人以上）に応じて，防火管理者を選任する義務が生
じ，それに伴い消防計画作成が義務付けられるため 22），それらの義務の有無により，消防
計画作成の延長線上に防災マニュアルの作成が置かれることが多く，その作成状況が変化す
るのではないかと推察された。 
 防災マニュアルの活用場面や方法について，主に防災訓練の実施時や計画書作成時，職員
会議や新人研修，また災害対応について安全管理委員会を設けるなど，多くの場面で活用さ
れていることが把握された。 
防災マニュアルの改善や改訂について，全ての施設で実施されており，特に東日本大震災
を契機に大幅に改訂されたケースが多くみられた。このように大きな災害を契機に改訂する
他，防災訓練の反省点からの改善や年に一度必ず見直す施設もあり，防災訓練との関係があ
ることが把握された。また，今年度策定された町田市ガイドラインを参考に今後さらに改訂
する予定である施設も多くみられた。 
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以上のことから，防災マニュアルを作成するだけでなく，定期的に参照，活用されている
ことが把握された。 
 
防災マニュアルと災害対応の関係性について以下，表 4- 7 に整理し，示す。 
 
表 4- 7 ヒアリング調査結果（防災マニュアルと災害対応の関係性） 
 
 
現段階で，作成された防災マニュアルの通りに対応する準備は十分整っているかという質
問に対して，それぞれの施設によりばらつきがみられた。約半数は，毎月，防災マニュアル
をもとに多様な想定を考え，防災訓練を実施しているため準備も十分できているという意見
が得られた。しかし一方では，現時点では訓練などで防災マニュアルの通りに実施できるよ
うに取り組みを行っているが不十分な点があるのではないかという回答も得られた。 
また，防災マニュアルの通りに実施する準備が整っていれば，災害に対応できるかという
質問に対しては，ほとんどの施設で必ず対応できるとは限らないという回答が得られた。そ
の理由として，想定外が起こらないよう日々様々な想定を行っているが，実際には想定外の
被害が生じる可能性があると考えられ，その際にすばやく適確な判断ができるかどうかが重
要であり，全ての職員がさらに判断力を養う必要があるということが把握された。また，そ
のためにシミュレーションを実施し，職員への浸透を促しているが今後さらに行っていく必
要があることが示唆された。 
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4-3-3. 防災訓練での取り組みの実態 
 
 各施設の防災訓練での取り組みの実態について以下，表 4- 8 に整理し示す。 
 
表 4- 8 ヒアリング調査結果（防災訓練の取り組みと評価） 
 
 
防災訓練の実施状況について，ほぼ全ての施設で毎月 1 回以上防災訓練を実施しているこ
とから，児童福祉法により義務化されている背景が関係していると考えられる。防災訓練の
内容は，義務化されている火災と地震を想定した内容以外は各施設が独自で計画した内容が
盛り込まれており，二次，三次避難場所への園外避難訓練や炊き出し訓練を実施している施
設もあり，自然災害のリスクと関連した内容が実施されていることが把握された。また，保
育園・幼稚園等では，正職員の他にパート職員などが従事し，曜日や時間によって職員の配
置を変更する体制である施設が多く，園長や主任が不在の時間帯での防災訓練も行ってい
る。さらに，防災訓練の年間計画書では，年度初めには避難方法の指示など，子どもたちに
とって難易度の低い訓練を実施し，年度終わりにかけて抜き打ちの訓練を実施するなど，入
園して間もない子どもたちの混乱を防ぐ工夫がなされていることが把握された。また，一方
で，年度初めに大きな災害が発生した際には，子どもたち，職員，保護者にとって，判断や
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行動に慣れていない状況が発生するため，災害発生の時期によって対応方法に差が生じない
ための工夫が必要であることが示唆された。 
防災訓練の振り返りや評価について，全ての施設で実施されており，特に各職員が振り返
り記録を作成し，防災訓練担当者が取りまとめ，次回もしくは次年度に向けて検討する材料
としていることが把握された。 
職員に対する防災研修について，10 施設中 8 施設で実施していることが確認され，防災
訓練が職員の研修の場として位置付けられる一方で，消火器や AED の使用方法など子ども
たちに直接関係しない内容に関しては，防災研修と位置づけ，職員のみで行っている傾向が
あることが把握された。また，東日本大震災の経験から，今後の災害に備える目的で月に 1
回，シミュレーションの時間を設け職員同士で意見交換を実施している事例も把握され，防
災研修の方法は施設ごとに様々な形式で実施されていることが明らかとなった。 
 園児への防災教育について，10 施設中 9 施設で実施しており，防災訓練の内容に災害に
対する教育として紙芝居や絵本を取り入れることや防災訓練とは別に消防署への訪問や起震
車の体験を行うなど子どもたちが実際に見て，やってみることで学ぶことを重要視している
ことが把握された。 
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4-3-4. 保護者とのリスクコミュニケーション 
 
各施設の保護者とのリスクコミュニケーションについて以下，表 4- 9 に整理し示す。 
表 4- 9 ヒアリング調査結果（保護者とのリスクコミュニケーション） 
 
 
 保護者への引き渡し方法について，連絡方法，引き渡しカードや名簿の使用，保護者以外
への引き渡しの対応に分けて整理すると，災害時の保護者への連絡方法は一斉メールの配信
と連絡の有無に関わらず災害時には迎えに来るように事前に要請する方法に分かれた。また
引き渡しカードや名簿の使用は，ほとんどの施設において引き渡しカード作成または名簿へ
の記入を行うことで引き渡しの確認を行う体制を取っている。そして保護者以外の引き取り
対応については，原則，災害時の引き渡し対象を複数人登録した上で実施しており，登録者
以外は引き渡しできないが，相互に確認が取ることができれば引き渡すこととしているとい
う対応が多くみられた。引き渡し方法については，一定のルールに基づいて決められ，施設
による違いは見受けられなかった。 
 保護者への説明機会について，全ての施設で実施されており，特に年度初めの保護者説明
会にて災害対応について説明を行っている施設が多く，その他，引渡し訓練などの実施に伴
いお知らせを実施していることが把握された。 
 災害対応への保護者の関心について，施設ごとにばらつきがみられ，実際に園舎の耐震性
や周辺地域の土砂災害の危険性に対する問い合わせがある一方で，園舎の安全性の担保があ
り，自然災害のリスクが少ない施設においては，ほとんど保護者からの問い合わせはないこ
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とが把握された。また，保護者への引き渡し訓練の参加率にも施設ごとに差がみられ，保護
者の災害対応への関心を示す指標として，引き渡し訓練の参加率が挙げられること，さら
に，保護者の関心の要因として地域性の差がみられることが確認された。 
 
4-3-5. 保護者との関係づくり 
 
各施設の平常時の保護者との関係性づくりや災害時の信頼関係構築について以下，表 4- 
10 に整理し，示す。 
 
表 4- 10 ヒアリング調査結果（保護者との関係づくり） 
 
 
 平常時において，職員と保護者が関わる機会はほとんどの施設において，毎日の送り迎え
や園バス送迎時，個人面談や保護者会，保護者参加型行事が挙げられた。それぞれ，実施回
数については施設ごとにばらつきが見られたものの，保護者と関わる機会は一貫してみられ
ることが把握された。特に，毎日の送り迎えや園バス送迎時には日常の心配事などを相談す
る場となることが多く，職員と保護者，子どもたちの関係づくりに大きく影響していること
が把握された。 
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 平常時の保護者との関係づくりが，災害時の信頼関係の構築にどれほど寄与しているかに
ついて，10 施設中 7 施設の施設で平常時の保護者との関係性が災害時にもつながっている
という結果が得られた。また，それらの影響は，引き渡し訓練への参加率にも影響している
という認識もなされていることや，職員と保護者の関係性だけでなく，子どもたちと職員，
保護者同士の関係性も災害時の信頼関係の構築に影響していることが把握された。日常の保
護者との信頼関係の構築が，いざという時に了解を得られなくともイレギュラーの対応がで
きるという意見も得られた。 
 
4-3-6. 周辺地域との連携と関係性 
 
各施設の周辺地域との連携と関係性について以下，表 4- 11 に整理し，示す。 
 
表 4- 11 ヒアリング調査結果（周辺地域との連携と関係性） 
 
 
 災害対策の施設外への PR について，10 施設中 4 施設が実施しており，周辺住民との話
し合いの場，地域外への成果発表や取材，自治会や協議会での PR や周知が行われているこ
とが把握された。また，現在は実施していなく，PR や情報共有の機会が得られないことへ
の課題の認識がある施設もみられた。 
 災害時の地域の連携対象について，10 施設中 6 施設で既に連携対象がある，または今後
連携を考えている対象があることが把握され，対象として近隣保育園や小学校，市民センタ
ー，高齢者施設，消防団に所属する住民などが挙げられた。また一方では，連携を実施しな
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い意向の施設では，簡単に子どもたちを他者に預けることに対して，不安や二次的危険性の
理由を挙げており，一概に地域の他主体との連携が必要または可能であるとは言えないこと
が示唆された。 
 災害時の地域への施設開放について，10 施設中 5 施設が，開放を行いたいという意向を
示し，子どもたちの安全の確保，施設の安全確認が開放する最低条件となることが挙げられ
た。施設を開放することで二次災害が発生しないためのルールや体制整備が必要となる。 
 平常時の子育て世代との交流機会について，多くの施設で園庭開放や子育てひろば，その
他の支援プログラムを実施していることが確認され，普段から，子育て世代との交流が行わ
れていることが把握された。 
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 保育園・幼稚園等における災害対応に向けた取り組みの特性と課題 
 
 4-3.を踏まえ，保育園・幼稚園等での災害対応に向けた取り組みの特性を整理し，図 4- 1
に示す。 
 
図 4- 1 保育園・幼稚園等における災害対応の構造 
 
 保育園・幼稚園等の災害対応では，子どもの安全を確保し，保護者に引き渡すことに最も
重点を置かれているため，災害時にいかに子どもたちの安全を確保するのかが重要となり，
防災訓練や防災研修に取り組んでいる。その際に，防災マニュアルは防災訓練の計画，振り
返りや評価の際に参照，活用され，職員の行動指針の参考書のような位置づけであり，災害
対応を考える上で基礎となる存在であるといえる。防災マニュアルの活用の流れとしては，
「防災訓練，研修での活用や参照」→「防災訓練振り返り，評価」→「防災マニュアルの改
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善，改訂」→「防災訓練，研修での活用や参照」の繰り返しとなっていることが読み取れ，
保育園・幼稚園等の災害対応において最も重点を置く子どもたちの安全確保，保護者への引
き渡しを行うための活用方法が実施されていることが分かる。 
 保護者への引き渡しを安全に行うためには，平常時からの保護者との関係性づくりが重要
となり，そのために，平常時から防災訓練に加えて，引き渡し訓練も実施しているが，それ
だけでなく，日常のコミュニケーションや信頼関係の構築が必要である。また，保護者との
関係性づくりにおいて，施設の保育の特徴や理念，考え方が影響し，地域性や保護者の考え
方によっても災害対応への取り組みの姿勢に違いがみられることが考えられる。 
 保育園・幼稚園等における防災マニュアルの位置づけについて，防災マニュアルを作成し
活用しているだけでは，想定外の災害が発生する可能性がある中で，災害に十分対応できる
とは言えず，想定外が発生した際に，すばやく判断し行動するための備えとして，防災マニ
ュアルに頼るだけでなく，職員一人一人がシミュレーションを通じて行動できるように浸透
させ，職員間で情報共有を行っていくことが今後の課題となる。 
 災害時の地域との連携や地域の子育て世代などへの開放については，様々な考え方が把握
されたが，共通して言えることの一つとして，保育園・幼稚園等の施設としての安全確保や
体制づくりがなされなければ実施することはできないということが明らかとなり，まず施設
としての災害対応力を十分にすることが求められ，その先のステップとして地域に向けた災
害対応を考えていく必要がある。 
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小括 
 
 本章では，ヒアリング調査によって，保育園・幼稚園等の災害対応に向けた取り組みの実
態や関係する要因と防災マニュアルの位置づけを明らかにした。 
保育園・幼稚園等の災害対応の特性を以下にまとめる。 
 
保育園・幼稚園等の災害対応における目標は子どもたちの安全を確保することが第一であ
り，その目標に従って，災害対応に向けた取り組みが実践されている。このように，リスク
の把握や防災訓練，振り返りや評価はすでに多くの施設で行われていることが把握されたこ
とから，保育園・幼稚園等の災害対応に向けた取り組みは，量ではなく質が求められている
といえる。 
また，防災マニュアルは，災害対応における基礎となるものであると把握されたことか
ら，まず作成することが求められるが，作成するだけにとどまらずその活用方法をいかに工
夫し，充実させるかが今後重要となる。 
さらに，保育園・幼稚園等では，災害時に施設の安全を確保することが最優先であり，そ
の先に地域との連携や地域への開放が可能となることが明らかとなった。 
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5-1. 本章の位置づけ 
 
本章では，これまでの章を踏まえた上で，保育園・幼稚園等の災害対応における重要指標
を抽出し，災害対応力モデルを構築することで，今後の災害対応に向けた取り組みに関し
て，特に重要となり得る事項を明らかにすることを目的とし，データ分析を行う。 
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5-2. 保育園・幼稚園等の災害対応モデル構築に関する調査概要 
  
 第 3 章で得られた防災マニュアル 0，1 点評価の結果データを用いて，各施設の大項目の
点数について特化係数を求め，さらに大項目の点数に関して施設間のばらつきの傾向を把握
するために標準偏差，変動係数を求め，最終的に，得られたデータより，保育園・幼稚園等
の災害対応における重要指標の抽出を行った。また，数値の算出には統計解析ソフト「IBM 
SPSS Statistics 24」を用いた。 
 
5-2-1. 防災マニュアルの施設間の傾向の分析方法 
 
 3-4-2.の結果を踏まえて，さらに各施設の防災マニュアルの充実度と防災マニュアルの内
容として特化している項目の関係性を明確にし，保育園・幼稚園等の災害対応モデルを構築
するにあたって重要となる内容について施設全体の傾向を把握するため，防災マニュアルの
大項目の点数に関する優位の程度を表す特化係数と対象施設間でみた防災マニュアルの相対
的な充実度を表す相対度数を求め，散布図を用いて比較した。各算出方法を以下に示す。 
 
（1）総合得点に対する大項目の内訳算出方法 
 3-2-2-1.で作成した防災マニュアル項目別 0，1 点評価のデータを用いて，大項目ごとに小
項目の点数の合計点を算出し，大項目の得点とする（①）。得られた得点を用いて，各施設
の総合得点に含まれる，大項目の点数の割合を算出し，防災マニュアルの大項目の内訳とす
る（②）。 
 次に，全施設の総合得点および大項目の得点の平均値を算出し，上記と同様に大項目の内
訳を求めたものを，全施設の防災マニュアルの内訳の基準とする（③）。 
 
 
大項目の得点=大項目に含まれる小項目の得点の合計…① 
 
大項目の内訳= 
大項目の得点
総合得点
 …② 
 
大項目の内訳の基準= 
大項目の得点の平均値
総合得点の平均値
 …③ 
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（2）特化係数と相対度数の算出方法 
 （1）で得られた値を用いて，各施設の大項目の内訳（②）を大項目の内訳の基準（③）
で除して，特化係数を求める（④）。 
次に，各施設の総合得点を，最も総合得点の高い施設の得点で除して，相対度数を求める
（⑤）。 
 
特化係数= 
大項目の内訳
大項目の内訳の基準
 …④ 
 
相対度数=  
各施設総合得点
最高得点
 …⑤ 
 
 
（3）特化係数と相対度数を用いたパターン分類方法 
 （2）で得られた，大項目ごとの特化係数と相対度数を用いて，特化係数を y 軸，相対度
数を x 軸とする散布図を作成する。特化係数は，1.000 を基準とし，1.000 を超える程度に
よりその優位を表す。原点は特化係数の 1.000，相対度数の 0.6 の交点とし，施設間の比較
を行う。 
 
5-2-2. 保育園・幼稚園等の災害対応における重要指標の算出方法 
 
 第 3 章，第 4 章で得られた結果をもとに，各施設を比較し，大項目の点数にばらつきのあ
る項目は今後改善の余地があるという考えより，保育園・幼稚園等の災害対応における今後
の重要指標になり得るという仮説を立て，施設間のばらつきの傾向を把握するため各施設の
大項目の得点に関して標準偏差および変動係数を求める。最終的に，得られたデータより，
保育園・幼稚園等の災害対応における重要指標の抽出を行う。また，数値算出には統計解析
ソフト「IBM SPSS Statistics 24」を用いる。 
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5-3. 保育園・幼稚園等における防災マニュアルの施設間の傾向 
 
各大項目の特化係数と相対度数との関係を図 5- 1～図 5- 9 に示す。また，施設ごとに各
大項目の特化係数を求めた結果を＜参考資料-3＞に示す。 
 
図 5- 1 相対度数と特化係数（初動対応期の体制）の散布図 
 
図 5- 2 相対度数と特化係数（訓練・評価）の散布図 
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 相対度数と「初動対応期の体制」の特化係数の関係について，特化係数は最も高い施設で
1.580，最も低い施設で 0.486 であり，全体的に相対度数が高くなると特化係数が低くなる
傾向にあることが把握された。また，相対度数と「訓練・評価」の特化係数について，最も
高い施設で 2.276，最も低い施設で 0.241 であり，全体的に一貫した傾向はみえないが，特
化係数が特に高い施設は相対度数が低い傾向がみられた。さらに，共通して，相対度数も特
化係数も低い群が確認され，全体として防災マニュアルの整備も充実していなく，「初動対
応期の体制」や「訓練・評価」について重視していない施設があることが把握された。 
 
 
図 5- 3 相対度数と特化係数（組織内外の情報通信） 
 
 相対度数と「組織内外の情報通信」の特化係数の関係について，特化係数は最も高い施設
で 1.952，最も低い施設で 0.000 であり，全体的に相対度数が高くなると特化係数が低くな
る傾向があることが把握された。また，大きく分けて 3 つの異なる曲線にグループ分けがで
きることから，上部のグループになるほど，相対度数の同じ数値で見た時に，総合得点に占
める「組織内外の情報通信」の割合が高いことがいえ，特に「組織内外の情報通信」に特化
した内容であることが示唆された。 
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図 5- 4 相対度数と特化係数（施設整備）の散布図 
 
 
図 5- 5 相対度数と特化係数（備品備蓄の確保と対応）の散布図 
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図 5- 6 相対度数と特化係数（保護者との関係性と保育再開）の散布図 
  
 相対度数と「施設整備」の特化係数の関係について，特化係数は最も高い施設で 2.250，
最も低い施設で 0.000 であり，全体的に相対度数が高くなると特化係数が低くなる傾向があ
ることが把握された。相対度数と「備品備蓄の確保と対応」の特化係数の関係については，
特化係数は最も高い施設で 2.360，最も低い施設で 0.000 であり，相対度数と「保護者との
関係性と保育再開」の特化係数の関係については，特化係数は最も高い施設で 1.952，最も
低い施設で 0.000 であった。 
「施設整備」，「備品備蓄の確保と対応」，「保護者との関係性と保育再開」に共通し
て，特化係数が 0.000 である施設がいくつかみられることから，相対度数に関わらず防災マ
ニュアル上に該当する内容がなく，取り組みとしても進んでいないと示唆される施設があ
り，取り組みを行っている施設と行っていない施設の二分化が把握された。 
また，二分化されたグループの中に，さらに 3 つまたは 4 つの曲線のグループに分けられ
ることから，防災マニュアル上に該当する内容がある施設において，上部のグループになる
ほど，相対度数の同じ数値で見た時に，総合得点に占める「施設整備」，「備品備蓄の確保
と対応」および「保護者との関係性と保育再開」の割合が高いことがいえ，特に「施設整
備」，「備品備蓄の確保と対応」および「保護者との関係性と保育再開」に特化した内容で
あることが示唆された。 
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図 5- 7 相対度数と特化係数（災害規模や被害の想定）の散布図 
 
 
図 5- 8 相対度数と特化係数（地域との連携と受け入れ体制）の散布図 
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図 5- 9 相対度数と特化係数（心のケア）の散布図 
 
 相対度数と「災害規模や被害の想定」の特化係数の関係について，特化係数が最も高い施
設で 7.965，最も低い施設で 0.000 であり，全体的に特化係数が 0.000 である施設が大多数
を占めている傾向にある。相対度数と「地域との連携と受け入れ体制」および「心のケア」
の特化係数の関係について，それぞれ特化係数の最も高い施設で 4.658，5.364，最も低い施
設で 0.000 であった。また，全体的に特化係数が 0.000 である施設が多数を占めているこ
と，特化係数が 1.000 を超える施設については相対度数が高くなるほど特化係数が低くなる
傾向にあることが把握された。以上より「災害規模や被害の想定」，「地域との連携と受け
入れ体制」，「心のケア」について防災マニュアルに該当する内容がみられない施設が多い
ことから取り組まれている施設も少ない傾向にあることが示唆され，そのため防災マニュア
ルに該当する内容がみられる施設では特化係数が特に高くなる傾向となるといえる。 
 また，「災害規模や被害の想定」の特化係数が 0.000 を超える施設について，ハザードの
有無との関係があると仮定し，GIS 上で確認されるハザードの有無についてみると，施設番
号 4 を除く全ての施設についてハザードが確認されなかったことから，関係性は把握されな
かった。 
 さらに，「地域との連携と受け入れ体制」の特化係数が特に高い値を示した，4 施設中，
3 施設は 2010 年または 2014 年に開設された比較的新しい施設であり，新しく開設される施
設ほど地域との連携も視野に入れた取り組みがなされている可能性が示唆された。 
以上より，相対度数と特化係数の関係性にばらつきがみられる，「衝動対応期の体制」，
「訓練・評価」と大きく二分化される傾向にある「災害規模や被害の想定」，「地域との連
携と受け入れ体制」，「心のケア」についてそれぞれ災害対応における重要指標の抽出の際
に考慮し，5-4.での分析を行う。 
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5-4. 保育園・幼稚園等の災害対応力モデル 
 
本節では，保育園・幼稚園等の災害対応モデルを構築するにあたって，5-2-2.の考え方に
基づき，防災マニュアルの各大項目の点数の標準偏差，変動係数を算出した結果を以下，表
5- 1，表 5- 2 に示す。 
 
表 5- 1 防災マニュアルの大項目の得点（素点）の標準偏差と変動係数 
 
 
 大項目の得点の素点について標準偏差を求めた結果，「施設整備」が 1.556 と最も高く，
次いで「訓練・評価」が 1.425，「初動対応期の体制」が 1.400 であった。大項目間に項目
数の違いがあり，標準偏差が最小値，最大値，平均値によって左右される可能性があるた
め，さらに変動係数を求めて比較した結果，「災害規模や被害の想定」が 2.257 と最も高
く，次いで「心のケア」が 1.785，「地域との連携と受け入れ体制」が 1.230 であった。標
準偏差と変動係数の結果に差がみられたため，結果をそのまま用いることが有効ではないと
し，以下で特化係数による標準偏差，および変動係数を求めた。 
 
表 5- 2 防災マニュアルの大項目の得点（特化係数）の標準偏差と変動係数 
 
  
大項目の得点の特化係数を用いることにより，正規化したデータから標準偏差，変動係数
を求めた結果，標準偏差について，「災害規模や被害の想定」が 2.049 と最も高く，次いで
「心のケア」が 1.602，「地域との連携と受け入れ体制」が 1.200 であり，変動係数につい
33 0 3 10 0.30 0.684 0.468 2.257
33 0 6 59 1.79 1.556 2.422 0.871
33 2 7 168 5.09 1.400 1.960 0.275
33 0 3 68 2.06 0.827 0.684 0.401
33 0 3 45 1.36 1.168 1.364 0.856
33 0 3 51 1.55 1.003 1.006 0.649
33 1 6 100 3.03 1.425 2.030 0.470
33 0 2 19 0.58 0.708 0.502 1.230
33 0 2 11 0.33 0.595 0.354 1.785
33 0.000 7.860 31.016 0.940 2.049 4.199 2.180
33 0.000 2.220 30.203 0.915 0.673 0.453 0.735
33 0.480 1.560 33.958 1.029 0.260 0.067 0.252
33 0.000 1.926 34.266 1.038 0.438 0.192 0.422
33 0.000 3.176 31.870 0.966 0.823 0.677 0.852
33 0.000 2.569 33.257 1.008 0.680 0.462 0.675
33 0.238 2.246 33.466 1.014 0.449 0.201 0.442
33 0.000 4.596 30.509 0.925 1.200 1.439 1.297
33 0.000 5.293 29.783 0.903 1.602 2.568 1.775
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ては，「災害規模や被害の想定」が 2.180 と最も高く，次いで「心のケア」が 1.775，「地
域との連携と受け入れ体制」が 1.297 であり標準偏差と変動係数の数値の順が一致した。 
  
以上のことから，事前に素点を正規化した特化係数を用いて算出した標準偏差の値を用い
て，9 つの大項目の指標から構成される災害対応力モデルを以下， 図 5- 10 に示す。 
 
 最もばらつきがみられた指標は，「災害規模や被害の想定」，次いで「心のケア」，「地
域との連携と受け入れ体制」，「備品備蓄の確保と対応」，「保護者との関係性と保育再
開」，「施設整備」，「訓練・評価」，「組織内外の情報通信」，「初動対応期の体制」の
順となった。また，第 4 章のヒアリング調査結果より，「災害規模や被害想定」については
全ての施設で実施されていることが把握されていることに対して，防災マニュアルの内容と
してほとんどの施設で記載されていないことから，保育園・幼稚園等の災害対応において，
リスクの把握は重要であり，実際に行われているが，防災マニュアルの内容としては重要と
されていないことが読み取れるため結果から除外するものとする。以上より，保育園・幼稚
園等における災害対応の重要指標として特に「心のケア」，「地域との連携と受け入れ体
制」が挙げられ，今後の保育園・幼稚園等の災害対応力を考える上で重要な内容と位置付け
られる。本節の分析の結果から得られる災害対応力モデルは，標準偏差の数値は参考とし，
あくまでも災害対応力の形を示すためのものとする。 
 
 
図 5- 10 保育園・幼稚園等の今後の重要指標を表す災害対応力モデル 
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さらに，図 5- 10 より得られたモデルから，それぞれの指標における標準偏差の逆数を取
ることで，現状の保育園・幼稚園等の災害対応力を示すモデルを以下，図 5- 11 に示す。現
状の形から，全体としてレーダーチャートの面積が大きくなるほど災害対応力が大きくなる
と考えることができる。保育園・幼稚園等の災害対応の現状は，「初動対応期の体制」の整
備が最もなされており，次いで「組織内外の情報通信」，「訓練・評価」の整備がなされて
いる。 
 
図 5- 11 保育園・幼稚園等における現状の災害対応力モデル 
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5-5. 小括 
 
 本章では，防災マニュアルの充実度と項目ごとの特化の程度の関係の比較と項目ごとのば
らつきを分析することで，保育園・幼稚園等の災害対応における重要指標を抽出し，災害対
応力モデルの構築を行った。 
 
 5-3.では，防災マニュアルの相対度数と各大項目の得点の特化係数の関係を分析すること
で，防災マニュアルの充実度と内容の傾向を把握した。 
「初動対応期の体制」と「訓練・評価」について，散布図より，全体として二分化せずに
散らばりのある傾向がみられたことから，施設全体として，広く防災マニュアルの内容とし
て盛り込まれ，取り組みが実践されていることが示唆された。 
 「組織内外の情報通信」について，散布図より，異なる 3 つのグループに分けられたこと
から，災害時の情報通信に特に特化しているグループとそうでないグループに分かれる特徴
的な結果となった。 
 「備品備蓄の確保と対応」と「保護者との関係性と保育再開」について，散布図より，防
災マニュアルの内容に盛り込まれている施設とそうでない施設に分けられ，盛り込まれてい
るグループでは，情報通信と同様に 3 つのグループに分かれる特徴を示した。 
最後に，「災害規模や被害の想定」，「心のケア」，「地域との連携と受け入れ体制」に
ついて，多くの施設で防災マニュアルの内容に盛り込まれていない現状にあるため，盛り込
まれている施設との二分化が発生し，特化の程度が高くなる傾向を示した。 
 全体として，共通に挙げられることは，相対度数が高い施設ほど特化係数が低くなる傾向
にあり，防災マニュアルが十分に充実していない施設では，ある一定の内容に特化する傾向
があることが把握された。 
 
 5-4.では，特化係数の標準偏差を算出することにより，保育園・幼稚園等における災害対
応力向上のための重要指標を示すモデルを導出した。災害規模やリスクの把握を除いた上
で，災害時には，特に子どもたちや職員の心のケア，地域との連携や保育需要への対応が今
後，より重要な指標となることが明らかとなった。
  
 まとめ・考察
 
6-1.仮説の検証 
6-2.結論  
6-3.今後の展望 
  
 
 
 
第 6 章 まとめ・考察 
84 
 
 
 
 仮説の検証 
 
 各章で明らかになったことを以下に，まとめる。 
 
第 2 章では，災害時，状況に応じた判断力や行動力が特に重要であるが，同時に，事前の
備えの必要性も挙げられ，そのために災害時に子どもたちを守るための判断力や行動力を身
につける基礎となる防災マニュアルの存在が重要であることが明らかとなり，保育園・幼稚
園等の災害対応における重要な視点の一つとして子どもたち，職員の心のケアや地域との連
携が挙げられた。 
第 3 章では，防災マニュアルの防災訓練以外での活用が十分取り組まれていなく，改善の
余地があること，防災マニュアルの内容では初動対応期の体制や防災訓練について多くの施
設で取り上げられているものの，BCP や心のケアなどに関してはほとんど取り入れられて
いなく先進的な内容であることが確認された。また，防災マニュアルの内容に関して，保育
園と幼稚園の施設の位置づけの違いによると考えられる相違点が挙げられた。 
第 4 章では，保育園・幼稚園等の災害対応における目標が子どもたちの安全を確保するこ
とであり，その目標に向けた災害対応の取り組みがすでに実践されていることから，今後，
保育園・幼稚園等の災害対応に向けた取り組みは量ではなく質が求められることが示唆され
た。 
第 5 章では，災害対応力モデルを導出することにより，保育園・幼稚園等における災害対
応現状と今後のあり方を確認し，今後の重要な指標として子どもたちや職員の心のケアや地
域との連携，保育需要への対応が挙げられた。 
 
仮説の検証を行い，以下にまとめる。 
 
仮説 1）保育園・幼稚園等の災害対応における主軸となる 3 つの重要な要素として，子ども
たちの安全確保と保護者への引き渡し，保育再開，心のケアがある。 
 
 第 2 章および第 4 章で得られた結果より，子どもたちの安全確保と保護者への引き渡しに
ついて，過去の災害事例では，災害直後には子どもたちの安全確保を最優先する対応が行わ
れたこと，災害対応における最重要の目標として子どもたちの命を守り，保護者へ安全に引
き渡すことが挙げられた。また，保育再開については，災害からの復旧に向けて，保護者の
不安を取り除き，同時に子どもたちの居場所づくりを行う上で，重要な役割となることが把
握された。心のケアについては，過去の災害対応の中でも，災害直後から保育再開にかけて
各フェーズで共通して取り組まれており，子どもたちに対する心のケアだけでなく，職員や
保護者の心のケアにも目を向けられていたことが把握された。 
以上のことから，保育園・幼稚園等の災害対応における主軸として 3 つの重要となる要素
として，子どもたちの安全確保と保護者への引き渡し，保育再開，心のケアが挙げられると
いえる。 
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仮説 2）保育園・幼稚園等の災害対応における主軸を構成する取り組みとして，防災マニュ
アルの整備，防災訓練，保護者との関係づくり，プライバシーの確保，保育再開を想定した
プログラムづくりの 5 つが挙げられる。 
 
 第 2 章および第 4 章で得られた結果より，防災訓練については，過去の災害事例より，災
害発生以前から防災訓練は行われていたことが確認されているが，災害後にはさらに防災訓
練の方法を改善する動きがみられ，防災訓練が形骸化しないように振り返りや改善を行う取
り組みも行われていることが把握された。また，災害対応に向けた取り組みにおいても，多
くの施設で防災訓練の方法を工夫する取り組みがあり，評価と振り返りを行い，防災マニュ
アルへの反映も行われていることが把握され，今後の災害対応の取り組みにおいてもさらな
る改善の余地があると考えられる。保護者との関係づくりについては，平常時の保護者との
関係づくりが災害時の信頼関係の構築に繋がっていることが把握され，今後も重要な取り組
みの一つとなり得る。プライバシーの確保については，保護者への引き渡し時に，第三者へ
の引き渡し有無の判断基準，地域との連携時における子どもたちのプライバシーの安全を考
慮した運営，施設開放を行い他地域の子どもたちを受け入れる際の個人情報の取り扱いなど
二次災害を防ぐために定めなければならないルールが必要であることが考えられる。また，
速やかな保育再開を行うために，平常時から災害時の保育再開を想定したプログラムを構築
しておくことが必要であることも示唆され，保育再開に向けた，子どもたち，職員，保護者
に対するケアも考えることが保育園・幼稚園等の大きな役割を果たすことになる。そして，
防災マニュアルの整備については，過去の災害事例より，災害対応に関する様々な想定を行
い，防災マニュアルとして整理していたことにより，有効に活用することができたこと，防
災訓練を振り返り，防災マニュアルの内容をより良いものにするための取り組みがなされて
いることが把握され，それぞれの取り組みを包括し，災害対応を考える上で基盤となる存在
であることが示唆された。 
 以上のことから，保育園・幼稚園等の災害対応における主軸と深く関係する，防災訓練，
保護者との関係づくり，プライバシーの確保，保育再開を想定したプログラムづくりの取り
組みが挙げられ，それらを包括する存在に防災マニュアルが位置付けられることが明らかに
なった。 
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仮説 3）防災マニュアルを整備することは災害対応力向上の一助となる。 
 
 第 2 章から第 4 章の結果から，明らかとなった事項について，以下，図 6- 1，図 6- 2 に
まとめる。 
  
 
図 6- 1 第 2 章と第 4 章のまとめと比較 
 
 
図 6- 2 防災マニュアルの位置づけ 
 
 第 2 章の結果より，保育園・幼稚園等の災害対応において，防災マニュアルを作成し，事
前に災害対応の方法を決めていたことが，災害時に適切な対応をすることに繋がったこと，
災害経験を踏まえて，不十分であった点について，防災マニュアルおよび防災訓練を改善す
るに至ったことから，防災マニュアルの有効性と必要性が確認された。第 4 章の結果より，
保育園・幼稚園等で必ず取り組まれている防災訓練において特に防災マニュアルの活用がな
され，防災訓練の振り返りや改善に防災マニュアルが使用されていることが把握された。ま
た，防災マニュアルの内容や活用方法に現状として不十分な点があり，さらに改善していく
余地があることが把握され，災害時に地域との連携や施設開放を行うためには新たなルール
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作りが必要となることが挙げられ，災害対応を考える上で防災マニュアルが必要であること
が確認された。 
 しかし一方では，実際に，平常時の地域との関係づくりが災害時に協力し合うことに繋が
ったことや平常時の組織の体制づくりが災害対応に寄与したことが把握され，防災マニュア
ルの計画によらない対応が結果として確認された。また，平常時の保育活動の中で構築され
た保護者との関係が災害対応における信頼関係の構築に寄与することが把握され，防災マニ
ュアルや制度以外の要因も確認された。 
 以上より，保育園・幼稚園等の災害対応に向けた取り組みにおける防災マニュアルの位置
づけについて整理する。まず，防災訓練を実施するにあたって，被害想定がなされ，情報通
信体制や備蓄体制の確認を行っている。また，防災訓練の内容として地域との連携や保護者
への引き渡しなども取り入れられ，実際の災害時を多様な視点から想定した実践が行われて
いる。そして，防災訓練の実施にあたり，計画作成の際には，防災マニュアルを活用し，訓
練の実施後に振り返りや評価を行い，防災マニュアルの改善を行っていることから，各施設
の独自の災害対応計画として蓄積されているといえる。つまり，防災マニュアルが防災訓練
を含む災害対応に向けた取り組みを包括している位置づけとなり，災害対応力向上に寄与す
るといえる。保育園・幼稚園等の災害対応力は防災マニュアルによるものだけではなく，制
度や決まりに左右されない要素についても考えられ，社会関係資本による影響も関連してい
ることが示唆される。しかし，保育園・幼稚園等の多くで実施される防災訓練との関係は深
く，防災マニュアルによる計画の蓄積と防災訓練による実践が災害対応に向けた取り組みと
して大きな役割を担っていると解釈でき，災害対応力を向上させるための一助として扱うこ
とができるといえる。 
 
仮説 4）各施設の防災マニュアルの整備状況について分析することで，保育園・幼稚園等に
おける災害対応力のモデルを構築することができる。 
 
 第 3 章および第 4 章の結果より，防災マニュアル内にはほとんど取り入れられていない内
容として，施設の特徴（ハード面），災害規模の想定，BCP，職員に対する心のケアなどが
確認された一方で，災害対応に向けた取り組みとして，災害規模や災害規模の違いによる施
設の危険性については，日常の関心事として職員や保護者に意識づけられていることが把握
されている。このように防災マニュアルの内容だけでは確認しきれない要素もあるため，本
研究における災害対応力モデルを構築する上で，「災害規模や被害の想定」は除外すること
とした。 
 また，第 3 章から第 5 章の結果より，防災マニュアルの整備状況の結果および保育園・幼
稚園等の災害対応における取り組みの実態の結果と本研究で導出した災害対応力モデルの形
について，今後の災害対応を考える上で，心のケアや地域との連携を行うための取り組みを
進めていかなければならないこと，その際のルールづくりが必要であること，また，すでに
防災訓練の取り組みや初動対応期の体制づくりは多くの施設で実施されていることなど，同
様の結果が得られ，実際に各施設の防災マニュアルの整備状況について分析することで，保
育園・幼稚園等における災害対応力のモデルを構築し，災害対応力を評価することができた
といえる。 
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 結論 
  
 本研究の結論として以下，図 6- 3 にまとめる。 
 
図 6- 3 本研究のまとめと結論 
 
 本研究では，防災マニュアルと災害対応力を関連付けて進めてきた。今後の保育園・幼稚
園等での災害対応について考える際には，これまで通り想定外を想定するための防災訓練や
研修の実施を行い，全体としてさらに充実化させることと同時に施設間の差をなくし平均化
できるように施設間の情報共有などを行い，個々の取り組みという認識ではなく同じ保育
園・幼稚園等として全体的な底上げを図る必要があることが確認された。また，それに加え
て，子どもたちや職員の心のケアや周辺地域との連携，保育需要に対する施設の開放などに
も目を向けた体制づくりやルールづくりを実施し，さらなる災害対応力の向上を目指すこと
が必要とされる。地域との連携や施設の開放にあたって，衛生面やアレルギー対応など二次
災害を起こさないよう注意が必要であり，個々の施設の判断だけでは決められない場合も考
えられるため，自治体からのサポートや連携体制をつくることも非常に重要である。本研究
における災害対応力モデルは，あくまでも災害対応に向けた平常時の備えを中心に構成され
ている。実際には，保育園・幼稚園等の施設としての災害対応力を向上させることにより，
その先に地域との連携や施設開放などの可能性が広がると考えられる。 
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 今後の展望 
 
 本研究では，「防災マニュアルを整備することは災害対応力向上の一助となる」という考
え方から，防災マニュアルの整備状況，内容を分析することにより保育園・幼稚園等の災害
対応力を導出，評価した。しかし，実際には災害の規模や被害の大きさにより，対応は異な
ることが考えられ，想定外が発生する可能性がある。防災マニュアルの整備状況や内容だけ
では，平常時および災害時に実際に取り組まれている内容を全て把握することはできず，災
害対応力を評価するには十分でない。従って今後は，保育園・幼稚園等における災害対応の
構造を考慮した上で，実際に取り組まれている内容について網羅的に調査を行うことによっ
て災害対応の現状を明らかにし，災害対応力のさらなる向上を評価する必要がある。また，
近年の保育園・幼稚園等の施設の小規模化や複合化など施設形態の多様化が進んでいること
により災害対応の方法も多様化すると考えられる。そのため，施設計画や避難計画について
も考慮した多角的視点からの研究が求められる。 
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! 防災マニュアル分析（保育園）とハザード
! 防災マニュアル分析（幼稚園）
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! 町田市幼稚園
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＜参考資料-1＞町田市保育園・幼稚園等とハザードの関係性
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4 0 0 1 0 0 0 0 1 1 1 0 1 1 1 1 1 0 1 1 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 1 0 0 1 0 19
5 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 1 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1 0 0 23
6 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 15
7 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 12
8 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 12
9 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 20
10 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 1 0 1 1 0 1 0 1 1 0 17
11 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 12
12 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0 1 0 1 1 1 0 0 1 0 1 0 0 13
13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 8
14 1 1 0 1 0 0 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 20
15 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 0 1 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 22
16 0 1 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 16
17 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 1 0 0 0 1 1 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 16
18 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 1 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 1 0 1 1 1 21
19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 12
20 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 1 0 16
21 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 0 1 1 0 1 0 1 0 0 23
22 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 1 0 0 1 0 12
23 1 0 0 0 0 1 0 1 1 1 0 0 1 1 1 1 0 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 21
24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 14
25 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0 1 0 0 18
26 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 14
27 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 0 1 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 14
28 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 12
29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 18
30 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 27
31 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0 0 1 0 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 11
32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 1 1 18
33 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 1 1 0 1 0 0 1 0 13
組織内外の
情報通信 備品備蓄の確保と対応
＜参考資料-2＞防災マニュアル項目別0，1点評価集計結果
施
設
No.
災害規模や被害の想定 施設整備 初動対応期の体制 保護者との関係性と保育再開 訓練・評価
地域との
連携と受け
入れ体制
心のケア
点数
(40点
満点)
施設
No.
1 0.0% 0.000 6.7% 0.600 20.0% 0.632 13.3% 1.041 13.3% 1.573 6.7% 0.694 33.3% 1.770 6.7% 1.863 0.0% 0.000 100.0% 15 0.556
2 0.0% 0.000 20.0% 1.800 30.0% 0.948 20.0% 1.562 10.0% 1.180 10.0% 1.041 10.0% 0.531 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 10 0.370
3 0.0% 0.000 10.0% 0.900 50.0% 1.580 10.0% 0.781 10.0% 1.180 0.0% 0.000 20.0% 1.062 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 10 0.370
4 5.3% 2.795 15.8% 1.421 36.8% 1.164 5.3% 0.411 5.3% 0.621 5.3% 0.548 21.1% 1.118 0.0% 0.000 5.3% 2.541 100.0% 19 0.704
5 0.0% 0.000 17.4% 1.565 26.1% 0.825 8.7% 0.679 13.0% 1.539 8.7% 0.905 17.4% 0.923 8.7% 2.430 0.0% 0.000 100.0% 23 0.852
6 0.0% 0.000 13.3% 1.200 40.0% 1.264 13.3% 1.041 20.0% 2.360 0.0% 0.000 6.7% 0.354 6.7% 1.863 0.0% 0.000 100.0% 15 0.556
7 0.0% 0.000 8.3% 0.750 33.3% 1.054 16.7% 1.301 8.3% 0.983 16.7% 1.735 16.7% 0.885 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 12 0.444
8 8.3% 4.425 0.0% 0.000 50.0% 1.580 16.7% 1.301 0.0% 0.000 8.3% 0.868 16.7% 0.885 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 12 0.444
9 5.0% 2.655 5.0% 0.450 25.0% 0.790 15.0% 1.171 15.0% 1.770 15.0% 1.562 15.0% 0.797 5.0% 1.397 0.0% 0.000 100.0% 20 0.741
10 0.0% 0.000 5.9% 0.529 29.4% 0.930 11.8% 0.919 5.9% 0.694 11.8% 1.225 23.5% 1.249 5.9% 1.644 5.9% 2.840 100.0% 17 0.630
11 0.0% 0.000 25.0% 2.250 33.3% 1.054 16.7% 1.301 0.0% 0.000 0.0% 0.000 25.0% 1.328 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 12 0.444
12 0.0% 0.000 7.7% 0.692 15.4% 0.486 15.4% 1.201 7.7% 0.908 15.4% 1.602 30.8% 1.634 7.7% 2.150 0.0% 0.000 100.0% 13 0.481
13 0.0% 0.000 0.0% 0.000 37.5% 1.185 25.0% 1.952 0.0% 0.000 25.0% 2.603 12.5% 0.664 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 8 0.296
14 15.0% 7.965 20.0% 1.800 35.0% 1.106 5.0% 0.390 0.0% 0.000 10.0% 1.041 15.0% 0.797 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 20 0.741
15 0.0% 0.000 18.2% 1.636 31.8% 1.006 13.6% 1.065 9.1% 1.073 13.6% 1.420 4.5% 0.241 9.1% 2.541 0.0% 0.000 100.0% 22 0.815
16 12.5% 6.638 12.5% 1.125 25.0% 0.790 18.8% 1.464 12.5% 1.475 0.0% 0.000 6.3% 0.332 12.5% 3.493 0.0% 0.000 100.0% 16 0.593
17 0.0% 0.000 18.8% 1.688 25.0% 0.790 12.5% 0.976 6.3% 0.738 18.8% 1.952 12.5% 0.664 6.3% 1.747 0.0% 0.000 100.0% 16 0.593
18 0.0% 0.000 4.8% 0.429 33.3% 1.054 9.5% 0.744 14.3% 1.686 4.8% 0.496 19.0% 1.011 4.8% 1.331 9.5% 4.597 100.0% 21 0.778
19 0.0% 0.000 0.0% 0.000 25.0% 0.790 25.0% 1.952 0.0% 0.000 16.7% 1.735 16.7% 0.885 16.7% 4.658 0.0% 0.000 100.0% 12 0.444
20 0.0% 0.000 6.3% 0.563 43.8% 1.383 12.5% 0.976 6.3% 0.738 12.5% 1.301 18.8% 0.996 0.0% 0.000 6.3% 3.017 100.0% 16 0.593
21 0.0% 0.000 17.4% 1.565 26.1% 0.825 13.0% 1.019 13.0% 1.539 8.7% 0.905 17.4% 0.923 4.3% 1.215 0.0% 0.000 100.0% 23 0.852
22 0.0% 0.000 8.3% 0.750 41.7% 1.317 8.3% 0.651 0.0% 0.000 8.3% 0.868 33.3% 1.770 0.0% 0.000 8.3% 4.023 100.0% 12 0.444
23 4.8% 2.529 19.0% 1.714 28.6% 0.903 9.5% 0.744 14.3% 1.686 9.5% 0.992 14.3% 0.759 0.0% 0.000 4.8% 2.299 100.0% 21 0.778
24 0.0% 0.000 0.0% 0.000 42.9% 1.355 21.4% 1.673 7.1% 0.843 7.1% 0.744 21.4% 1.138 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 14 0.519
25 0.0% 0.000 16.7% 1.500 27.8% 0.878 16.7% 1.301 0.0% 0.000 5.6% 0.578 27.8% 1.475 5.6% 1.553 0.0% 0.000 100.0% 18 0.667
26 0.0% 0.000 7.1% 0.643 28.6% 0.903 0.0% 0.000 14.3% 1.686 0.0% 0.000 42.9% 2.276 7.1% 1.996 0.0% 0.000 100.0% 14 0.519
27 0.0% 0.000 14.3% 1.286 35.7% 1.129 21.4% 1.673 0.0% 0.000 14.3% 1.487 14.3% 0.759 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 14 0.519
28 8.3% 4.425 8.3% 0.750 33.3% 1.054 8.3% 0.651 16.7% 1.967 0.0% 0.000 25.0% 1.328 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 12 0.444
29 0.0% 0.000 11.1% 1.000 38.9% 1.229 16.7% 1.301 0.0% 0.000 16.7% 1.735 16.7% 0.885 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 18 0.667
30 0.0% 0.000 22.2% 2.000 22.2% 0.702 11.1% 0.868 7.4% 0.874 11.1% 1.157 22.2% 1.180 3.7% 1.035 3.7% 1.788 100.0% 27 1.000
31 0.0% 0.000 0.0% 0.000 45.5% 1.437 9.1% 0.710 27.3% 3.218 9.1% 0.947 9.1% 0.483 0.0% 0.000 0.0% 0.000 100.0% 11 0.407
32 0.0% 0.000 0.0% 0.000 33.3% 1.054 16.7% 1.301 16.7% 1.967 11.1% 1.157 22.2% 1.180 0.0% 0.000 11.1% 5.364 100.0% 18 0.667
33 0.0% 0.000 0.0% 0.000 38.5% 1.216 7.7% 0.601 0.0% 0.000 23.1% 2.403 30.8% 1.634 0.0% 0.000 7.7% 3.713 100.0% 13 0.481
基準
（平均） 1.9% 11.1% 31.6% 12.8% 8.5% 9.6% 18.8% 3.6% 2.1%
平均
16.09
＜参考資料-3＞大項目の特化係数集計結果
地域との連携と受け入れ体
制 心のケア
点数
（満点：40）災害規模や被害の想定 施設整備 初動対応期の体制 組織内外の情報通信 備品備蓄の確保と対応 保護者との関係性と保育再開 訓練・評価
